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とって大打撃となるだろう。メルケル政権は、2000 年当時に SPD のシュレーダー政権が打ち出し
た2020 年までに原発を撤廃する計画を修正し、期限を 12 年間延長する方針を策定していたから
である。今後は、ドイツばかりか EU でもエネルギー政策の議論が高まる可能性がある。 
本報告は、主にはドイツのエネルギー政策を環境の観点から考察したものであるが、このような
日本や世界の状況から、期せずしてタイムリーな報告となった。さらにドイツ嗽内に限ることなく、
EU 嗽際産業連関表による分析や EU 各嗽のエネルギー消費にも触れている点で、幅広い観点
からの考察ともなった。全体として 4 節構成であり、まず第 1 節では EU 各嗽のエネルギー消費動






1  EU 諸嗽のエネルギー消費動向 
 
第 1 節では、OECD のエネルギーバランス＇2010 年版（を用いて、ドイツを中心として EU 諸嗽
のエネルギー消費を検討した。図①～③はOECDの北米大陸、太平洋諸嗽、EU諸嗽といった具
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図①  OECD 北米大陸 











図②  OECD 太平洋 
























図④  ドイツ 
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図⑧  スペイン 
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図㉒  参考：日本 
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2  EU 嗽際産業連関表＇試作暫定版（による域内 CO2排出構造の分析 
 
第 2 節では、まず筆者が試作している EU 嗽際産業連関表の枠組を紹介した。次頁に簡略版
表㉔を掲載しているが、 
EU21 ヵ嗽をリンクした嗽際産業連関表である。それぞれの嗽の産業は 21 に分類されているた
め、実際には 21 産業×21 カ嗽＝441 産業となり、内生部門は 441 行×441 列の行列である。また
最終需要部門はそれぞれの嗽で、民間最終消費、政府最終消費、糏資本形成、ROW＇Rest  of 









亝存しているためである。これと逆なのがポーランドである。生産額では EU の僅か 2％をしめるだ




















  表㉚は各嗽の最終需要＇ROW；第 3 嗽への輸出含む（が、そのための生産を通して排出してい
る二酸化炭素量を計算し、その割合＇亝存度（を求めたものである。貿易を通した環境への負荷と
も言えるだろうし、輸出財・サービスに体化＇embody（した二酸化炭素含有量とも言えるだろう。た





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図㉕  2005 年の域内生産構成 環境経済論の最近の展開  2011 
15 
 
Belgium Czech Denmark Germany Estonia Ireland Greece
農林水産業 0.410 0.467 0.286 0.186 0.175 0.109 0.875
鉱業 1.136 1.968 0.304 0.454 0.588 0.273 3.844
食料品・飲料・煙草 0.087 0.171 0.103 0.080 0.130 0.000 0.098
繊維・衣料・皮革 0.160 0.139 0.047 0.058 0.117 0.000 0.427
木材・木製品・製紙 0.104 0.125 0.049 0.097 0.144 0.016 0.369
コークス・石油・核燃料 0.070 0.231 0.292 0.381 16.475 0.000 0.480
化学・化学製品 0.292 1.150 0.055 0.233 0.224 0.000 0.330
ゴム・プラスティック・その他 0.514 0.309 0.581 0.435 1.347 1.302 0.358
基礎金属・金属製品 0.415 0.777 0.054 0.308 0.063 0.513 0.023
一般機械・設備 0.037 0.050 0.030 0.020 0.026 0.427 0.097
闻気・光学・精密機械 0.147 0.016 0.011 0.015 0.004 0.000 4.671
輸送機械 0.038 0.021 0.030 0.017 0.026 0.000 0.098
その他の製造業 0.438 0.062 0.023 0.033 0.203 6.622 0.181
闻気・ガス・水道 3.023 6.401 2.848 4.387 19.999 3.521 7.532
建設 0.015 0.077 0.055 0.040 0.045 0.001 0.015
商業・修理 0.011 0.052 0.029 0.049 0.077 0.016 0.027
運輸・通信 0.131 0.323 0.932 0.228 0.236 0.184 0.488
金融・保険 0.013 0.009 0.002 0.013 0.001 0.005 0.011
不動産・ビジネス 0.012 0.043 0.008 0.011 0.006 0.011 0.022
公務・社会保障 0.010 0.064 0.038 0.053 0.040 0.006 0.003
その他のサービス 0.018 0.079 0.012 0.049 0.031 0.013 0.008
Spain France Italy Lithuania Hungary Netherland Austria
農林水産業 0.284 0.177 0.178 0.106 1.052 0.411 0.383
鉱業 0.356 0.365 0.174 0.001 0.346 0.150 0.647
食料品・飲料・煙草 0.070 0.126 0.087 0.130 0.086 0.089 0.079
繊維・衣料・皮革 0.094 0.064 0.095 0.012 0.078 0.064 0.053
木材・木製品・製紙 0.101 0.108 0.116 0.003 0.084 0.095 0.180
コークス・石油・核燃料 0.707 0.452 0.485 0.000 0.088 0.516 0.919
化学・化学製品 0.221 0.199 0.038 0.330 0.671 0.353 0.304
ゴム・プラスティック・その他 1.083 0.461 0.814 0.469 0.382 0.210 0.541
基礎金属・金属製品 0.257 0.251 0.174 0.000 0.717 0.321 0.617
一般機械・設備 0.023 0.041 0.035 0.000 0.014 0.017 0.018
闻気・光学・精密機械 0.006 0.025 0.027 0.128 0.018 0.022 0.019
輸送機械 0.005 0.022 0.056 0.000 0.014 0.015 0.009
その他の製造業 0.031 0.272 0.027 0.083 0.301 0.044 0.027
闻気・ガス・水道 2.487 0.602 1.981 2.324 2.154 1.899 0.749
建設 0.011 0.024 0.021 0.024 0.020 0.035 0.064
商業・修理 0.039 0.032 0.055 0.017 0.019 0.029 0.047
運輸・通信 0.297 0.193 0.185 1.201 0.612 0.394 0.251
金融・保険 0.004 0.011 0.009 0.079 0.024 0.011 0.012
不動産・ビジネス 0.003 0.010 0.016 0.052 0.019 0.025 0.013
公務・社会保障 0.014 0.044 0.025 0.012 0.090 0.040 0.025
その他のサービス 0.023 0.059 0.031 0.055 0.224 0.105 0.036
Poland Portugal Romania Slovenia Slovakia Finland Sweden
農林水産業 0.542 0.184 0.067 0.176 0.067 0.261 0.454
鉱業 0.250 0.650 1.430 0.372 2.098 0.482 0.186
食料品・飲料・煙草 0.156 0.072 0.003 0.096 0.134 0.036 0.053
繊維・衣料・皮革 0.466 0.113 0.206 0.120 0.258 0.285 0.049
木材・木製品・製紙 0.171 0.168 0.186 0.314 0.311 0.166 0.077
コークス・石油・核燃料 1.065 0.647 0.001 0.000 0.200 0.132 0.357
化学・化学製品 1.068 0.760 0.936 0.085 0.882 0.231 0.160
ゴム・プラスティック・その他 0.578 1.169 1.762 0.295 0.835 0.261 0.556
基礎金属・金属製品 0.719 0.055 1.173 0.160 1.060 0.425 0.209
一般機械・設備 0.099 0.088 0.137 0.024 0.044 0.011 0.010
闻気・光学・精密機械 0.273 0.003 0.475 0.034 0.115 0.023 0.003
輸送機械 0.026 0.004 0.158 0.011 0.043 0.078 0.012
その他の製造業 0.312 0.024 0.382 0.008 0.335 0.277 0.036
闻気・ガス・水道 9.940 2.236 5.679 4.663 1.496 3.926 0.711
建設 0.011 0.110 0.103 0.023 0.021 0.010 0.086
商業・修理 0.029 0.069 0.034 0.045 0.026 0.013 0.035
運輸・通信 0.912 0.366 0.830 1.036 0.206 0.176 0.254
金融・保険 0.010 0.001 0.088 0.012 0.047 0.024 0.003
不動産・ビジネス 0.009 0.016 0.044 0.010 0.038 0.014 0.010
公務・社会保障 0.030 0.100 0.015 0.002 0.012 0.018 0.029







































Belgium Czech Denmark Germany Estonia Ireland Greece
農林水産業 0.637 0.899 0.562 0.441 1.014 0.289 1.251
鉱業 1.446 2.685 0.333 0.935 2.277 0.603 4.843
食料品・飲料・煙草 0.359 0.756 0.450 0.404 1.272 0.178 0.742
繊維・衣料・皮革 0.367 0.518 0.251 0.358 0.940 0.114 0.824
木材・木製品・製紙 0.323 0.683 0.296 0.385 1.108 0.081 0.865
コークス・石油・核燃料 0.246 0.743 0.548 0.520 18.201 0.127 0.586
化学・化学製品 0.580 1.895 0.246 0.515 1.834 0.059 0.835
ゴム・プラスティック・その他 0.811 1.015 0.862 0.810 2.466 1.691 1.426
基礎金属・金属製品 0.775 1.683 0.298 0.710 0.830 0.850 0.964
一般機械・設備 0.256 0.633 0.205 0.245 0.622 0.591 0.482
闻気・光学・精密機械 0.300 0.265 0.183 0.186 0.252 0.059 5.182
輸送機械 0.234 0.483 0.249 0.288 0.643 0.148 0.402
その他の製造業 0.674 0.444 0.251 0.281 1.003 7.197 0.649
闻気・ガス・水道 3.134 8.202 3.148 4.965 22.343 4.565 8.757
建設 0.246 0.536 0.257 0.243 0.750 0.211 0.562
商業・修理 0.123 0.350 0.244 0.189 0.629 0.081 0.250
運輸・通信 0.311 0.699 1.143 0.427 0.770 0.297 0.727
金融・保険 0.064 0.241 0.061 0.070 0.163 0.023 0.140
不動産・ビジネス 0.073 0.325 0.111 0.055 0.317 0.070 0.153
公務・社会保障 0.059 0.346 0.131 0.143 0.667 0.118 0.323
その他のサービス 0.112 0.481 0.126 0.157 0.969 0.115 0.288
Spain France Italy Lithuania Hungary Netherland Austria
農林水産業 0.517 0.334 0.356 0.322 1.531 0.790 0.673
鉱業 0.812 0.542 0.421 0.498 0.652 0.402 0.859
食料品・飲料・煙草 0.479 0.338 0.386 0.605 0.834 0.401 0.368
繊維・衣料・皮革 0.385 0.200 0.325 0.305 0.344 0.231 0.223
木材・木製品・製紙 0.427 0.273 0.365 0.355 0.461 0.283 0.451
コークス・石油・核燃料 0.873 0.559 0.595 0.000 0.256 0.617 1.112
化学・化学製品 0.548 0.392 0.314 0.527 1.066 0.650 0.563
ゴム・プラスティック・その他 1.619 0.680 1.196 0.918 0.802 0.483 0.818
基礎金属・金属製品 0.637 0.491 0.448 0.328 1.304 0.637 1.032
一般機械・設備 0.325 0.215 0.289 0.352 0.370 0.195 0.262
闻気・光学・精密機械 0.330 0.183 0.231 0.472 0.160 0.182 0.217
輸送機械 0.334 0.237 0.334 0.306 0.264 0.227 0.213
その他の製造業 0.381 0.442 0.266 0.350 0.612 0.205 0.261
闻気・ガス・水道 3.223 0.836 2.340 2.809 2.527 2.866 1.772
建設 0.362 0.172 0.291 0.235 0.369 0.213 0.287
商業・修理 0.243 0.110 0.224 0.227 0.254 0.148 0.153
運輸・通信 0.570 0.304 0.358 1.509 0.803 0.547 0.441
金融・保険 0.071 0.058 0.066 0.225 0.125 0.064 0.073
不動産・ビジネス 0.119 0.051 0.101 0.220 0.156 0.102 0.093
公務・社会保障 0.161 0.094 0.106 0.210 0.209 0.146 0.098
その他のサービス 0.157 0.123 0.144 0.346 0.435 0.219 0.134
Poland Portugal Romania Slovenia Slovakia Finland Sweden
農林水産業 1.268 0.445 0.471 0.356 0.354 0.496 0.632
鉱業 1.071 1.104 2.820 0.685 2.560 0.866 0.335
食料品・飲料・煙草 1.164 0.425 0.518 0.465 0.548 0.386 0.328
繊維・衣料・皮革 1.113 0.396 0.778 0.378 0.495 0.476 0.201
木材・木製品・製紙 1.015 0.513 0.728 0.736 0.743 0.564 0.331
コークス・石油・核燃料 1.376 0.765 1.397 0.170 0.430 0.294 0.469
化学・化学製品 2.187 1.199 2.851 0.367 1.548 0.527 0.292
ゴム・プラスティック・その他 1.609 1.804 3.099 0.708 1.467 0.538 0.764
基礎金属・金属製品 1.900 0.452 3.004 0.718 1.530 0.822 0.449
一般機械・設備 0.918 0.375 1.182 0.371 0.480 0.260 0.181
闻気・光学・精密機械 0.902 0.294 1.079 0.288 0.362 0.137 0.112
輸送機械 0.665 0.284 1.042 0.381 0.277 0.333 0.180
その他の製造業 1.109 0.378 1.105 0.315 0.712 0.552 0.235
闻気・ガス・水道 10.830 3.850 7.677 5.647 2.615 4.248 0.821
建設 0.682 0.545 0.779 0.337 0.383 0.264 0.243
商業・修理 0.541 0.268 0.264 0.244 0.226 0.178 0.130
運輸・通信 1.608 0.620 1.492 1.437 0.426 0.367 0.448
金融・保険 0.325 0.069 0.370 0.107 0.138 0.150 0.039
不動産・ビジネス 1.067 0.118 0.612 0.107 0.216 0.191 0.095
公務・社会保障 0.333 0.247 0.437 0.146 0.169 0.147 0.109
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1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
Petajoule 日本の最終エネルギー消費










1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
Petajoule 日本の闻力生産量









1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
Petajoule ドイツの最終エネルギー消費







1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2004
Petajoule ドイツの闻力生産量
地熱・太陽光・廃棄物 水力 核燃料 天然ガス 原油・石油製品 石炭・石炭製品













































表㉟  民間最終消費＇家財（におけるエネルギー利用 
 
単位 1991 1995 2000 2005 1990 1995 2000 2005
闻力 100万kWh 125,112 130,393 132,057 141,300 139,941 179,063 281,828 204,380
熱些給 Terajoule 166,246 166,687 140,500 153,667 1,288 2,596 3,267 1,029
ガス 100万ｍ3 19,834 27,637 28,644 30,095 8,496 9,288 10,170 10,534
石炭・褐炭 1000ｔ 12,340 4,621 1,797 1,625 30 9 5 2
ガソリン 1000ｔ 27,396 26,793 25,490 24,163 24,263 28,866 36,916 38,826
ディーゼル 1000ｔ 3,259 3,893 4,554 9,134 530 2,578 2,743 2,667
暖房用灯油 1000ｔ 25,567 26,353 22,748 18,295 9,554 14,189 15,570 16,871
液体ガス 1000ｔ 679 902 965 737 5,057 6,371 7,117 7,380
闻力 Terajoule 450,403 469,415 475,405 508,680 503,787 644,627 1,014,581 735,768
熱些給 Terajoule 166,246 166,687 140,500 153,667 1,288 2,596 3,267 1,029
ガス Terajoule 672,880 880,307 937,699 985,192 269,630 294,749 322,739 334,300
石炭・褐炭 Terajoule 256,745 104,003 35,843 32,405 721 188 104 49
ガソリン Terajoule 1,133,912 1,108,971 1,055,041 1,000,134 1,056,492 1,256,919 1,607,442 1,690,594
ディーゼル Terajoule 140,013 167,246 187,319 375,721 22,645 110,099 117,146 113,889
暖房用灯油 Terajoule 879,642 906,707 782,646 629,439 408,019 605,923 664,897 720,462
液体ガス Terajoule 31,168 41,505 37,668 28,754 232,069 292,332 326,562 338,644
合計 Terajoule 3,731,008 3,844,841 3,652,120 3,713,992 2,494,651 3,207,433 4,056,738 3,934,734
闻力 Terajoule 12.1% 12.2% 13.0% 13.7% 20.2% 20.1% 25.0% 18.7%
熱些給 Terajoule 4.5% 4.3% 3.8% 4.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0%
ガス Terajoule 18.0% 22.9% 25.7% 26.5% 10.8% 9.2% 8.0% 8.5%
石炭・褐炭 Terajoule 6.9% 2.7% 1.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ガソリン Terajoule 30.4% 28.8% 28.9% 26.9% 42.4% 39.2% 39.6% 43.0%
ディーゼル Terajoule 3.8% 4.3% 5.1% 10.1% 0.9% 3.4% 2.9% 2.9%
暖房用灯油 Terajoule 23.6% 23.6% 21.4% 16.9% 16.4% 18.9% 16.4% 18.3%
液体ガス Terajoule 0.8% 1.1% 1.0% 0.8% 9.3% 9.1% 8.0% 8.6%
合計 Terajoule 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
闻力 Megajoule 5,611 5,737 5,779 6,170 4,076 5,134 7,993 5,759
熱些給 Megajoule 2,071 2,037 1,708 1,864 10 21 26 8
ガス Megajoule 8,382 10,759 11,399 11,951 2,181 2,347 2,543 2,616
石炭・褐炭 Megajoule 3,198 1,271 436 393 6 1 1 0
ガソリン Megajoule 14,125 13,554 12,826 12,132 8,547 10,010 12,664 13,232
ディーゼル Megajoule 1,744 2,044 2,277 4,558 183 877 923 891
暖房用灯油 Megajoule 10,958 11,082 9,514 7,635 3,301 4,825 5,238 5,639
液体ガス Megajoule 388 507 458 349 1,877 2,328 2,573 2,650
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②  輸入による嗽内生産の代替を中間財・最終財別に捉えられるようにする。 
  部門別・エネルギー源別エネルギー投入係数行列＇Terajoule（を?、レオンチェフ逆行列
     ?    を?、最終需要項目別糏額＇輸入含（対角行列を𝑌  、最終需要項目別構成＇構造（行列
を?＇ただし輸入を含む糏額にしめる割合（、最終需要の嗽産化率を表す行列を?、輸入を含む競
争輸入表の最終需要構成を行列?、中間投入係数行列の嗽産化率を表す行列を 、単位エネル
ギーあたりの二酸化炭素発生量を ＇物理学的に一定（とすると、𝑡～𝑡    期における二酸化炭素
排出量の変化は、以下のようなエネルギー投入量の変化に分解される。 
∆?       ∆ ???𝑌      ?   ?   ?   𝑌       ? ? ? 𝑌    
このとき、部門別のエネルギー利用変化は以下のように分解される＇ただし⊗はアダマール積（。
＇詳細は良永康平「ガス化するドイツ」環太平洋産業連関分析学会『産業連関イノベーション＆IO
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1 石炭・石炭製品 -83,277 -125,585 -128,522 -68,306 -97,794 368,839 -134,645
2 褐炭・褐炭製品 -16,969 -110,857 -118,096 -49,635 -80,084 250,747 -124,895
3 ガソリン -34,166 7,253 -3,782 -4,005 -2,148 27,728 -9,119
4 ディーゼル燃料 -19,189 29,220 -19,358 -17,327 -21,694 143,511 95,163
5 ジェット燃料 18,126 17,409 -8,164 -7,419 -5,694 53,878 68,135
6 灯油＇軽（ -202,866 5,183 -12,893 -12,967 -7,607 78,156 -152,994
7 灯油＇重（ -96,134 -7,101 -11,324 -9,500 -7,174 44,872 -86,361
8 その他の石油製品 -28,093 -5,031 -25,207 -20,802 -4,110 75,640 -7,602
9 ガス 44,090 -46,091 -106,612 -89,649 -54,496 426,387 173,628
10 再生可能エネルギー 31,701 -6,727 -8,059 -3,697 -5,595 19,029 26,653
11 合計 -386,776 -242,327 -442,017 -283,307 -286,396 1,488,785 -152,037
1 石炭・石炭製品 -54.8% -82.6% -84.5% -44.9% -64.3% 242.6% -88.6%
2 褐炭・褐炭製品 -11.2% -72.9% -77.7% -32.6% -52.7% 164.9% -82.1%
3 ガソリン -22.5% 4.8% -2.5% -2.6% -1.4% 18.2% -6.0%
4 ディーゼル燃料 -12.6% 19.2% -12.7% -11.4% -14.3% 94.4% 62.6%
5 ジェット燃料 11.9% 11.5% -5.4% -4.9% -3.7% 35.4% 44.8%
6 灯油＇軽（ -133.4% 3.4% -8.5% -8.5% -5.0% 51.4% -100.6%
7 灯油＇重（ -63.2% -4.7% -7.4% -6.2% -4.7% 29.5% -56.8%
8 その他の石油製品 -18.5% -3.3% -16.6% -13.7% -2.7% 49.8% -5.0%
9 ガス 29.0% -30.3% -70.1% -59.0% -35.8% 280.4% 114.2%
10 再生可能エネルギー 20.9% -4.4% -5.3% -2.4% -3.7% 12.5% 17.5%
































































1 石炭・石炭製品 -16,710 -7,066 -6,419 -2,698 -17,373 40,791 -9,475
2 褐炭・褐炭製品 -19,259 -2,621 -3,105 -2,375 -15,454 28,080 -14,733
3 ガソリン -2,588 321 -212 -152 -542 2,033 -1,140
4 ディーゼル燃料 17 908 -1,486 -948 -3,324 12,307 7,474
5 ジェット燃料 338 2,472 -126 -155 -1,730 3,938 4,739
6 灯油＇軽（ -7,309 -2,003 -969 -1,147 -1,395 4,627 -8,195
7 灯油＇重（ -14,096 -242 -647 -625 -1,146 5,592 -11,164
8 その他の石油製品 4,726 -3,681 -1,006 -2,535 -1,391 4,133 246
9 ガス -2,042 -2,383 -4,851 -3,257 -5,906 24,456 6,018
10 再生可能エネルギー 948 -5 -61 -33 -167 414 1,096
11 合計 -55,974 -14,298 -18,881 -13,926 -48,427 126,371 -25,135
1 石炭・石炭製品 -66.5% -28.1% -25.5% -10.7% -69.1% 162.3% -37.7%
2 褐炭・褐炭製品 -76.6% -10.4% -12.4% -9.5% -61.5% 111.7% -58.6%
3 ガソリン -10.3% 1.3% -0.8% -0.6% -2.2% 8.1% -4.5%
4 ディーゼル燃料 0.1% 3.6% -5.9% -3.8% -13.2% 49.0% 29.7%
5 ジェット燃料 1.3% 9.8% -0.5% -0.6% -6.9% 15.7% 18.9%
6 灯油＇軽（ -29.1% -8.0% -3.9% -4.6% -5.5% 18.4% -32.6%
7 灯油＇重（ -56.1% -1.0% -2.6% -2.5% -4.6% 22.2% -44.4%
8 その他の石油製品 18.8% -14.6% -4.0% -10.1% -5.5% 16.4% 1.0%
9 ガス -8.1% -9.5% -19.3% -13.0% -23.5% 97.3% 23.9%
10 再生可能エネルギー 3.8% 0.0% -0.2% -0.1% -0.7% 1.6% 4.4%




















































Belgium - - - - - 1.10 - - - - - - - - - - - 0.74 2.54
Denmark - - - - - - 1.14 - - - 1.65 - - - - - - - 4.01
Germany 1.46 - 0.80 - - 3.30 - 0.70 - 1.40 2.50 0.50 - - - - - - 12.80
Netherlands - - 6.17 - - 6.40 22.40 - - 7.51 - - - - - - - 6.44 49.67
Norway 1.08 - 6.39 3.00 - 15.95 30.08 - - 5.92 7.60 - - - 1.91 - - 23.70 95.72
U.K. - - 1.65 - - 0.30 3.70 - 5.08 0.24 1.20 - - - - - - - 12.17
Azerbaijan - - - - - - - - - - - - - - - 4.96 - - 7.19
Kazakhstan - - - - - - - - - - - - 9.82 - - - - - 10.30
Russia 5.44 15.94 - 6.40 4.10 8.20 31.50 7.20 - 20.80 4.26 7.15 - 5.40 - 17.26 24.15 - 176.48
Turkmenistan - - - - - - - - - - - - 10.66 - - - - - 16.73
Uzbekistan - - - - - - - - - - - 1.50 11.86 - - - - - 15.70
Iran - - - - - - - - - - - - - - - 5.25 - - 5.67
Algeria - - - - - - - - - 21.37 - - - - 6.94 - - - 31.77
Libya - - - - - - - - - 9.17 - - - - - - - - 9.17
Total imports 7.98 15.94 15.01 9.40 4.10 35.99 88.82 8.10 5.08 66.41 17.21 9.15 32.34 5.40 8.99 27.47 24.15 30.88 633.77
Czech Finland France Germany Slovakia
Natural Gas: Trade movements 2010 by pipeline
Austria Belarus Belgium Total exports
United
Kingdom











Trinidad & Tobago 6.68 0.16 0.16 0.72 0.04 - 0.40 4.18 0.08 1.97 0.08 0.68 0.14 0.90 0.08 19.74
Norway 0.84 0.09 0.17 0.44 - - - 1.38 - 0.26 - - - - - 3.17
Russia - - - - - - - - - - 0.25 0.67 3.69 1.35 0.24 6.61
Oman - - - - - - - 1.30 0.08 - 0.09 0.35 3.44 6.05 0.16 11.54
Qatar 0.36 0.12 6.03 0.17 - 1.55 - 4.98 0.32 5.75 0.55 8.25 10.29 9.28 1.56 49.44
UAE - - - - - - 0.08 - - - - 0.17 6.75 - - 7.01
Algeria - - - 7.68 0.53 1.27 0.11 5.19 4.20 1.68 - 0.16 - 0.08 - 20.90
Egypt 4.54 0.34 0.09 1.63 0.17 0.08 - 4.10 0.08 0.51 0.08 0.33 0.24 0.31 0.08 12.82
Equatorial Guinea - - - 0.08 - - 0.09 - - - 0.08 0.25 1.70 1.52 0.67 4.72
Nigeria 0.38 2.69 0.08 2.35 - - 2.14 4.99 0.94 - 0.08 0.32 0.77 0.23 0.93 15.99
Australia - - - - - - - - - 0.08 4.75 1.12 15.87 1.75 0.60 24.24
Brunei - - - - - - - - - - - - 8.11 0.70 - 8.81
Indonesia - 0.08 - - - - - - - - 0.72 0.08 17.25 4.10 3.77 26.00
Malaysia - - - - - - - - - - 0.88 0.25 16.79 7.81 3.71 29.53
Total imports 12.80 3.55 6.53 13.07 0.74 2.90 2.82 27.01 5.71 10.24 7.63 12.62 85.90 34.33 11.79 242.77
Europe
Billion cubic metres
Natural Gas: Trade movements 2009 - liquefied natural gas＇LNG)
Total
exports
Asia Pacific North America



















































































する環境ガバナンスの媟効性に焦点を当て、社会全体の「環境政策能力」（capacity  for 
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（注）1960 年を 100 とした指数で表示している。空白の箇所（1981～1984 年の鉄鋼） 
はデータの欠損による。 
（資料）Kuboniwa, M. “Economic Growth in Postwar Russia: Estimating GDP”,   
Hitotsubashi Journal of Economics, 38 (1997); Госкомстат России Народное 
хозяйство Российской Федерации. Москва, 1992; ЦСУ РСФСР Народное   
хозяйство РСФСР ежегодное издание. Москва から作成。 
 

















































OECD および IEA が標準化して提些しており、時系列・地域別比較が可能である。 
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図 3  ロシアにおける最終エネルギー糏消費量の動向 
 
（注）Mtoe は Million tonne of oil equivalent（石油換算 100 万トン）の略称（以下同じ）。 
（資料）International Monetary Fund World Economic Outlook Database.   
October 2010 (http://www.imf.org/external/data.htm, accessed 18 February 2011);   









     
   
    
 
    
   
 
   
   
      
   ：比較年     の産業部門     による環境負荷量、 
    ：比較年     の産業部門     の付加価値額、 
   ：比較年     の産業部門全体（Σj）の付加価値額、 
   ：基準年 0 の産業部門全体（Σj））の付加価値額。 
 
右辺は、順に各産業部門の技術水準（第 1 項）、各産業部門の構成比（第 2 項）、産業部門全
体の経済成長（第 3 項）を表す。すなわち、環境負荷の小さい生産技術の導入、環境負荷の大き
                                                   
25  詳しくは、孫穎「産業構造転換と環境負荷の関係――北九州市と大連市の比較研究を中心に」『福祉社会研
究』第 4・5 号、2005 年、pp. 69-96 および八木信一「産業構造の転換と環境負荷」『調査と研究』（京都大学経済
論叢別冊）第 19 号、2000 年、pp. 50-69 を参照。イェニッケらの原典は独語で書かれているため、以下の記述は、





















味している。同じく、第 2 項を基準年の値で嗺定すれば産業構造転換の影響度が求められ、第 3
項を同様に嗺定すれば経済成長の影響度が測られる。 
 
図 4  部門別の最終エネルギー糏消費量の動向（Mtoe） 
 










                                                   
26  久保庭「石油・ガス産業の利潤と資本」、pp. 114-115 の表 5-9 および Kuboniwa, M. Growth and Diversification 
of the Russian economy in Light of Input-Output Tables, RRC Working Paper 18, Russian Research Center, The 
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図 5  ロシアにおける Effekt の変化（技術水準） 
 
（資料）図 4 の資料および久保庭真彰「石油・ガス産業の利潤と資本」、pp. 114-115;   
Kuboniwa Growth and Diversification, p. 5; United Nations National Accounts   
Statistics: Main Aggregates and Detailed Tables, 2005, Part III (New York: UN,   
2007), pp. 370, 373-374 に基づき筆者算出。 
 
図 6  ロシアにおける Effekt の変化（産業構造転換） 
 
（資料）図 5 に同じ。 
 
                                                                                                                                                     
に基づき、公式統計では商業部門に計上されている石油・ガス産業の付加価値を鉱工業部門に移動して、各
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図 7  ロシアにおける Effekt の変化（経済成長） 
 
（資料）図 5 に同じ。 
 




年である。媟負荷量で見ると、図 4 が示すように鉱工業と民生部門がともに 3 割を超え、両者に運








が年々増大し、技術水準の変化の効果を相殺している。第 3 に、産業構造転換の Effekt を見ると、




                                                   
27  八木「産業構造の転換と環境負荷」、pp. 52-67 の手法に基づき、民生部門の Effekt の計算には家計最終消費
支出額を用いた。ただし、産業構造転換の分析に同部門を含める意味はないため、図 6 では削除した。 
28  図 5、図 6、図 7 の Effekt のスケールの違いに注意されたい。 
29  Башмаков  И.  Российский  ресурс  энергоэффективности:  масштабы,  затраты  и  выгоды  //  Вопросы 
экономики. 2009. No. 2. С. 74.  その他の重要な改善要因として、エネルギー消費量全体が低下する中で、そ
の一次些給源が石油・石炭から天然ガスに移行したことが挙げられる（Korppoo,  A.  et  al.  Towards  a  New 
Climate Regime? Views of China, India, Japan, Russia and the United States on the Road to Copenhagen, The 
Finnish Institute of International Affairs, FIIA Report 19, 2009, p. 88）。 
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数は15.7年であるが、石油精製業（同 23.5年）、鉄鋼業（同23.3年）、医療機器産業を除く機械製作・金属加工
業（同 21.7 年）は 20 年を超え、業績が好調な石油採掘業（同 7.1 年）とガス産業（同 8.0 年）は 10 年を下回って
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業――その動向と展望』関西大学出版会、2009 年、174-179 ページ。 
34  2008年秋以降の世界金融・経済危機はロシア経済の成長に急ブレーキをかけたため、経済成長と環境負荷の
関係は新たな局面を迎えている。2009 年の GDP が前年比マイナス 7.8%と落ち込んだため、ロシアのエネルギ
ー集約度は一時的に上昇すると予想されている（Mitrova, T. Strategy of the Russian Energy Sector Development 




図 8  購買力平価 GDP あたり最終エネルギー糏消費量の変化 
（Mtoe／10 億ドル） 
 
（資料）図 3 に同じ。 
 
 

















                                                   
35  Jänicke “The Political System‟s Capacity”, pp. 1-24 を参照。環境政策能力の嗽際比較に関する媟証研究とし
ては、Andersen, M. “Ecological Modernisation Capacity: Finding Patterns in the Mosaic of Case Studies” in 
Young The Emergence of Ecological Modernisation, pp. 107-131; Weidner, H. “Capacity Building for Ecological 
Modernization:  Lessons  from  Cross-National  Research”,  American  Behavioral  Scientist,  45:9  (2002),  pp. 
1340-1368;  Weidner,  H.  and  Jänicke,  M.  (eds.)  Capacity  Building  in  National  Environmental  Policy:  A 
Comparative Study of 17 Countries (Berlin: Springer, 2002)  などが挙げられる。 




















表 1 および表 2 は、環境法制の制度化の動向と環境政策能力の展開を示している。前者では
環境政策を制度として支える法定面に焦点を当て、その媟態を考慮するため、後者では上記の 5
点の要因別に環境政策の機能面を整理している。ソ連時代にまで遡ると、ロシアの環境政策の動





表 1  環境法制の制度化（略年表） 













   
1930年代    公衆衛生行政の媟施（直接規制開始） 
   
1938年  ソ連人民委員会議に自然保護区委員会設置 




   
1955年  ソ連科学アカデミーに自然保護委員会設置 
   
1957年～1968年  連邦共和嗽の自然保護法制定と自然保護嗽家委員会設置 
   
1968年～1981年  6大資源基本・保全法（土地・水・鉱物・森林・大気・動物）および保健法制定 









1972年  ソ連共産党中央委員会・閣僚会議決議  「自然保護の強化と天然資源の利用の改善について」 




   
1970年代後半  公害防止目的の設備投資伸張 
   
1977年  ソ連憲法（改正）に環境権明記 





   
1981年  ソ連閣僚会議幹部会に自然環境保護および天然資源の合理的利用委員会設置（環境法制遵守の監督） 
                                                   
36  エコロジー近代化の分析手法として事例研究を重視するモルらは、嗽単位の嗽際比較研究だけでは環境政策
の成否は論じられないとしている（Sonnenfeld, D.  and Mol,  A.  “Environmental  Reform  in  Asia: Comparisons, 
Challenges, Next Steps”, The Journal of Environment and Development, 15:2 (2006), pp. 112-137）。 エコロジー近代化から見たロシア 
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1985年  ソ連最高ソビエト決定「自然保護と天然資源の合理的利用に関する法律の要求の遵守について」 

















   
1989年  ソ連自然保護嗽家委員会の報告書作成（初の環境白書） 





   
1991年  ソ連崩埊とロシア誕生（体制転換） 




   
1993年以降  環境保護に関する連邦法および天然資源に関する法規の制定と改正 
   
1994年  大統領令「環境保護と持続的発展の保証のためのロシア嗽家戦略について」 
   
1994年以降  環境保護と天然資源利用に関する連邦政府の行動計画策定 
   
1995年  連邦法「嗽家環境審査について」 













   
1999年  連邦法「公共団体について」（NGOに対する規制強化） 
   
2000年  自然環境保護嗽家委員会と連邦林野局の廃止（業務の一部は天然資源省に移管） 








   
2003年  連邦法「省エネルギーについて」改正 




   
2006年  連邦法「ロシア連邦法令の一部改正について」（通称「ロシアNGO法」） 
















   
2010年  非営利団体への支援に関する連邦法案の提出（大統領から下院へ） 
   
  （資料）各種資料から作成。 
 環境経済論の最近の展開  2011 
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表 2  環境政策能力の展開 










































































































































































































































































2-1  計画経済機構下の環境政策能力――環境規制の強化 


































経済新聞社清浦、1974 年、p.  239）。なお、当時の衛生・防疫行政の内容と権限は、ソ連および連邦構成共和
嗽の基本保健法の第 3 章に記されている（稲子恒夫・片山良一訳「ソ連の基本保健法」『名古屋大学法政論集』
第 57 号、1973 年、pp. 106-127）。 
38  Goldman, M. The Spoils of Progress: Environmental Pollution in the Soviet Union (Cambridge, Massachusetts: 
M.I.T. Press, 1972)  ［M．ゴールドマン（都留重人監訳）『ソ連における環境汚染――進歩が何を与えたか』岩波




































                                                   
39  Кислова Т. Экономическая оценка естественных факторов производства о плате за природные ресурсы // 
Экономические науки. 1966. No. 6. С. 54-58; Струмилин С. О цене ﾫдаровых благﾻ природы // Вопросы 
экономики.  1968.  No.  8.  С.  60-72;  Шкатов  В.  Цены  на  природные  богатства  и  совершенствование 
планового ценообразования // Вопросы экономики. 1968. No. 9. С. 67-77 などを参照。 
40  宮鍋幟「ソ連の経済改革とフォンド有償制」『経済研究』（一橋大学）、第 19 巻、第 1 号、1968 年、pp. 36-37。 
41  Sätre Åhlander, A.  Environmental Problems in the Shortage Economy: The Legacy of Soviet Environmental 
Policy (Aldershot, Brookfield: Edward Elgar, 1994), pp. 62-67. 

























2-2  ペレストロイカ以降の環境政策――高揚から後退へ、そして見直しへ 












                                                   
43  久保庭真彰「社会主義における『公害』規制論」『経済評論』第 24 巻、第 13 号、1975 年、p. 160。 
44  大江泰一郎「ソ連における環境保護法の展開――大気保護法の制定過程を中心に」社会主義法研究会編
『社会主義における生活と法』法律文化社、1981 年、pp. 34-41。 
45  Kramer, J. “Environmental Problems in the USSR: The Divergence of Theory and Practice”,  The Journal of 
Politics, 36:4 (1974), pp. 886-899. 
46  Hanson, P. The Rise and Fall of the Soviet Economy: An Economic History of the USSR from 1945 (London: 
Longman, 2003), pp. 100-101. 
47  Ziegler, C.  Environmental Policy in the USSR (Amherst: The University of Massachusetts Press, 1990), pp. 































                                                   
48  違反者の逮捕と刑事罰の適用は稀であったが、マスメディアで大きく報道された。例えば、『ソビエトグラフ』
1972 年 10 月号、45-49 ページは、ロシア共和嗽刑法第 223 条に基づき環境汚染の刑事犯として告発された企
業長の裁判の模様を紹介している 
49  長期的な環境保護戦略と見なされる嗽家環境計画の策定が世界的に始まるのは、1980 年代末以降である。ま
た、直接規制と間接規制の政策統合に関しても、OECD 諸嗽で議論が本格化したのは同時期からであった。 
50  伊藤美和「旧ソ連におけるエコロジーと政治――河川転流計画争点化の一考察」ソビエト史研究会編『旧ソ連
の民族問題』木鐸社、1993 年、pp.  191-213 は、1980 年代末にシベリアから中央アジアに河川を転流する計画
が凍結された政治的経緯を検証した上で、環境保護の重要性を訴える要求が媟現したケースは、ハイレベルの
政治家が関与した場合に限られていたと述べている。 
51  社会主義諸嗽の環境保護運動の全般的動向については、Carter,  F.  and  Turnock,  D.  (eds.)  Environmental 
Problems of East Central Europe (London and New York: Routledge, 2002, 2nd ed.); Pavlínek, P. and Pickles, J. 
Environmental Transitions: Transformation and Ecological Defense in Central and Eastern Europe (London and 
New York: Routledge, 2000); Yanitsky, O. Russian Greens in a Risk Society: A Structural Analysis (Helsinki: 
Kikimora Publications, 2001)  などを参照。民族運動との関係に焦点を当てたものとしては、マーシャル・ゴール
ドマン「環境保護主義とナショナリズム――展望なき方向での展望なき旋回」『公害研究』第 20巻、第 1 号、1990
年、pp.  10-15；藤田整「ソ連における環境問題と民族問題の重層性――その経済的根拠と文学的表現」『経済













ように事媟上 10 年余りで終止符が打たれた。 
 
表 3  環境政策の改善に関するソ連共産党中央委員会・閣僚会議決議の概要 





































































（資料）Об усилении охраны природы и улучшении использования природных ресурсов // Постановление 
ЦК КПСС и СМ СССР от 29 декабря 1972 года; О дополнительных мерах по усилению охраны природы и 
улучшению использования природных ресурсов // Постановление ЦК КПСС и СМ СССР от 1 декабря 
1978 года; О коренной перестройке дела охраны природы в стране // Постановление ЦК КПСС и СМ 
СССР от 7 января 1988 года から作成。 
 
第 IV 期は 1990 年代中葉に始まる環境政策の後退期で、1996 年に当時のロシア環境保護・
天然資源省が環境行政機構と資源行政機構に分割されたことを発端とする。1991 年に環境行政
                                                                                                                                                     




































                                                   
52  Hønneland, G. and Jørgensen, J. “Federal Environmental Governance and the Russian North”, Polar Geography, 
29:1 (2005), pp. 32-37; Кто есть кто в экономике природопользования. Энциклопедия. Москва, 2009. С. 74. 
53  Crotty, J. “The Reorganization of Russia‟s Environmental Bureaucracy: Regional Response to Federal Changes”, 
Eurasian  Geography  and  Economics,  44:6  (2003),  pp.  462-475;  Hønneland  and  Jørgensen  “Federal 
Environmental Governance”, pp. 37-40; Kortelainen and Kotilainen Contested Environments and Investments, pp. 
63-76. 
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ельства РФ от 11 октября 2001 года No. 721. 
55  OECD Mobilising Financial Resources for the Environment in Russia (Paris: OECD, 2007), pp. 1-52. 
56  Crotty, J. “Making a Difference? NGOs and Civil Society Development in Russia”, Europe-Asia Studies, 61:1 































の年次教書演説（2009 年 11 月）にも色濃く繁栄された。したがって、一連の省エネルギー対策は
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2-4  「閉ざされた」エコロジー近代化の道 
計画経済から市場経済への転換が本格化する 1990 年代以降のロシアと中嗽を比較すると、急
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第 1 に、1990 年代の構造不毁期における汚染産業の衰退が図らずも環境負荷の劇的な低下
をもたらし、積極的な環境政策ではなく、いわば市場の強制力がロシアの産業公害の解決に道筋
をつけた。エコロジー近代化が要請する「エコロジー的産業構造転換」（ecologically  motivated 
industrial  structure  change）ではなく、「自然発生的な産業構造転換」（spontaneous  motivated 
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第 4 に、嗽際関係に目を向けると、ここでも 1990 年代の転換不毁がロシアのエコロジー近代化
を阻む一因となった。気候変動枠組条約第 3 回締約嗽会議（COP3）で採憞された京都議定書は、







果ガス排出量の削減枠組みが議論された 2009 年末の気候変動枠組条約第 15 回締約嗽会議
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図 9  ロシア政府による温室効果ガスの削減シナリオ 
（注）ロシア経済発展省の資料（2009 年 12 月 30 擥公表）。 
（資料）Ministry of Economic Development of the Russian Federation Russian Priorities in Improving Energy   
Efficiency and Reducing Greenhouse Gas Emissions, December 2009,   
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1  廃棄物問題と経済理論モデル 
 
廃棄物問題に関する経済理論モデルにおいては、廃棄物は外部費用を生むものとして、消費
者の効用関数に不効用として現れることが多い。Fullerton and Kinnaman (1995)  がその代表例で
                                                   
†  山口大学教育学部、a_abe@yamaguchi-u.ac.jp 









































































し、この売却価格を p とする。つまり、この使用済み製品は、分別回収業者に価格 p で買い取ら
れる。p < 0 の場合は、排出者が価格  p を支払って、使用済み製品を分別回収業者に引き渡すこ
とになる。また、排出者には引き渡し費用があるが、これを無視する。 
分別回収業者は、使用済み製品を n 種類に分別し、回収する。si は分別回収品 i ( = 1,…, n)
の重量割合であり、Σsi = 1 とする。sn は、n 1 種類の物品を分別回収した後に残されるもの、す
                                                   



























単純化のために、以下では n = 3 とする。また、分別回収品は、グッズとバッズの 2  つに分類さ
れる。グッズは正の価格で取引されるもの、バッズは非正の価格で取引されるものとする。ここで、
分別回収品 1  をグッズ、分別回収品 2  をバッズとする。また、分別回収品 3  は残余物であり、バ
ッズである。 
それぞれの分別回収品は、取引価格  qi >  0  で利用処分業者（鉄鋼メーカー、セメントメーカー、
埋め立て業者など）に引き渡される。グッズである分別回収品 1 に関して、分別回収業者はこれを
回収し引き渡すことで  q1 s1  だけの金銭を受け取り、かつ正の利潤を得るとする（q1 s1 c (s1) > 0）。
一方、バッズである分別回収品 2、3 に関して、分別回収業者は q2 s2 、 q3 s3  の処理料金を利用
処分業者に払わなければならない。また、分別回収にかかる費用を  c  (si)  とし、残余物である分
別回収品 3 に関して c (s3) = 0 とする。 
これらの想定から、分別回収業者の利潤Πは、以下のようになる。 
 
Π= (q1 s1 c (s1)) (q2 s2  c (s2))  q3 s3  p 
 
  この分別回収業者は、分別回収品 2、3 を回収、処理にそれぞれ q2 s2  c (s2)  、 q3 s3  だけの費
用がかかっていることになる。利潤をゼロとすると、使用済み製品の価格は以下のようになる。 
 
p = (q1 s1 c (s1)) (q2 s2  c (s2))  q3 s3 
 
不法投棄をする場合、単位あたり d + D > 0  の費用がかかるとする。q3 > d + D であれば、分
別回収品 3（残余物）を不法投棄したほうが費用が安い。また、q2 > d + D の場合も不法投棄した
ほうが安くなり、そもそも c (s2) の費用をかけて分別回収品2を回収することはしない（分別回収品
3 と一緒に投棄すれば回収費用分を削減できる）。さらに、 p > d + D になれば、使用済み製品
そのものも不法投棄されることになる。 
このような状況で、分別回収業者が回収した分別回収品2、3を生産者が無料で引き取るとする
（q2, q3 = 0）。しかも、その分別回収にかかった費用  c (s2)  を生産者が分別回収業者に支払うとす
る。この結果、p
*
 >  0 となり、使用済み製品の不法投棄がなくなる。また、分別回収品 2 は不法投
棄をしたら費用 d + D がかかるが、適正に回収し引き渡せば、処理料金がゼロになると同時に、
回収費用も補われ、全体の費用もゼロになる（q2 s2  c (s2) = 0）。よって、費用のかかる不法投棄と
選択せず、分別回収品 2 は適正に回収される。分別回収品 3 についても同様で、分別回収業者
にとっては適正に引き渡したほうがよい状況になる。 
このような分別回収品 2 の回収費用  c (s2)  、処理費用 q2 s2 、分別回収品 3 の処理費用  q3 s3 





















  より小さければ、分別回収品 2 または 3 の回収・処理費用を










































先行研究では、中古品貿易を分析するものが一つの参考になる。Sen (1962)  のように、中古品
貿易の要因を分析するもの、Clerides    (2008)  のように中古品貿易で得られる余剰を示すもの、





Baumol  and  Oates  (1989)  のように環境政策による貿易財の価格や取引量の変化を示すもの、
Krutilla  (1991)  のように、生産や消費に環境汚染を伴う貿易財に対する環境税の効果を分析す















入国の外部費用を発生させないように輸出国が介入することは難しく、Yokoo  and  Kinnaman 
                                                   
11  Sen  (1962)  では、粗利益から価格を引いたものを価格で割った利益率を用いて、途上国は低賃金であり、メン
テナンスコストが安いことが、中古機械を購入する要因となることを示している。Clerides  (2008)  では、中古車輸
入国であるキプロスをケースとして、離散選択モデルを用い、貿易自由化の状況と制限がある状況について、消
費者の効用の違いを数量的に分析している。Grubel  (1980)  では、図を用いて中古車貿易の自由化による経済
厚生の増加とともに、交通事故などの外部費用を説明している。 
12  Baumol and Oates (1989)   では、富裕国と貧困国を取り上げ、貿易財の生産において貧困国で環境汚染が伴
う状況を想定している。分析は図によるものと数式によるものとがあるが、貧困国の汚染コントロールコストを政策
として、そのコストを下げた場合に、貿易財の価格が下がり、需要が増大するなどの命題を示している。例えば、




物の越境移動に関するモデルとして有名な Copland  (1991)  は、一般均衡の枠組みを用いて、越境移動する廃
棄物が不法投棄される状況を想定し、それを前提とした最適な税を求めている
12。 







3  輸出側の政策 
 





























































金が返還されれば r = 0 である。それぞれの p または r に関する微分は、Sp > 0, D
A
p < 0, D
B
p < 0, 
D
B
r < 0 という性質があるとする。些給量と需要量が等しいとすると、 
 
S (p) = D
A
 (p) + D




Sp dp = D
A





















r < 0, Sp > 0, D
A
p < 0, D
B

















4  輸出国の責任に関する論点 
 
中古品は財として規制されていないが、有害廃棄物の場合は、輸出の際にバーゼル条約










                                                   
15  新熊（2010）では、家闻を想定し、[新品消費者の便益－費用]+[中古品輸出者の便益－費用]+[使用済み製
品リサイクラーの便益－費用]を社会厚生関数として、新品の消費量と中古品輸出量に関して偏微分をし、社会
厚生の最大化のための条件を提示している。そして、廃棄段階でリサイクル費用を支払う DF（Disposal  Fee）方
式と購入段階で支払う ADF（Advance  Disposal Fee）方式を比較対象として、消費者にとっての中古品輸出と使
用済みという選択肢は無差別であるという均衡式と、効用関数の最大条件を照らし合わせ、先の社会厚生最大
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†  一橋大学大学院経済学研究科  e-mail: EZH03343@nifty.com 
1  たとえば、『中国資源綜合利用』2009 年 6 月号では以下のような点が挙げられている。（1）廃車量に対して解体
能力が過剰で、競争秩序が混乱している。（2）廃車回収解体企業の数は多いが、規模が小さく、年間解体量























推定廃車台数を X、廃車管理台数を A、媟際回収台数を B、確定流出台数を C、不明流出台
数をD、推定流出台数をE とすると、以上に示した各廃車台数の関係は図 1のように整理される。 
 









                        出所）筆者作成 
 
また、回収率・廃車率等については、自動車保有台数を S として以下のように設定する。 
(a)  回収率＝媟際回収台数／廃車管理台数（＝B／A） 
(b)  推定回収率＝媟際回収台数／推定廃車台数（＝B／X） 
(c)  廃車率＝廃車管理台数／自動車保有台数（＝A／S） 























1  フォーマルな廃車統計に関する検討 
 
  本節では、1980 年代から 2009 年までの公式廃車統計を検討する。先述したように複数の統計
が存在しており、一定の期間をカバーした比較的大きな統計として、 
イ）  廃棄更新計画の統計：1980 年代～2000 年 
ロ）  物資再生協会発表の統計：2000～10 年 
ハ）  民用自動車廃棄情毁の統計：2002～07 年 
の 3 つが確認された。これら以外にも、1～3 年程度の期間の統計もいくつか存在する。以下では、
イ）～ハ）の 3 つの公式廃車統計を中廃に、それぞれの内容を確認しておきたい。 
 
1.1  廃棄更新計画の統計：1980 年代～2000 年 
中国では 1980 年代から 2000 年まで、自動車の廃棄更新を計画的に行なってきた。更新する
べき自動車の台数（以下、更新計画台数）が中央政府によって示され、その確認のために廃棄更
新された台数（以下、廃棄更新台数）も集計されていた。このうち、後者の廃棄更新台数は廃車管
理台数に相当する。表 1 は、1986～90  年の“七五”（第 7 次五カ年計画）、1991～95 年の“八五”
（第 8 次五カ年計画）および 1996～2000 年の“九五”（第 9 次五カ年計画）における更新計画台
数および廃棄更新台数の推移を示したものである。 
更新計画台数・廃棄更新台数  1980年代の更新計画台数は、当初、1982～92年の10年間で
50 万台であったが、その後の七五期間では毎年 10～15 万台に上方修正された。同期間の廃棄







1996-97 年版によると、九五期間では、合計 196 万 8384 台のうち、廃棄標準に達したものが 187
万 2890 台であった。このことから、おおむね廃棄標準に殿って更新計画台数が設定されていたと
                                                   
2  こうした詳細なデータのうち、筆者が確認できたのは、更新計画台数については 1995、1998、2000 年のみ、廃


















自動車保有       
台数 
更新計画         
台数 
廃棄更新             
台数 
達成率                 
（%） 
廃車率 
（%）  （＝A/S） 
1986  3,574,463   
100,000～
150,000   
430,000   
-    - 
1987  4,122,939    -    - 
1988  4,776,382    -    - 
1989  5,274,663    -    - 
1990  5,835,865    -    -    - 
七五期合計      50,000～75,000     -    -    - 
1991  6,114,089    150,000    156,800    104.5      2.6 
1992  7,014,681    150,000    164,182    109.5    2.3 
1993  8,175,835    200,000    219,104    109.6    2.7 
1994  9,419,533    250,000    257,456    103.0    2.7 
1995  10,400,029    250,000    253,685    101.5    2.4 
八五期合計      1,000,000    1,051,227     105.1    (Av. 2.6) 
1996  11,000,764    300,000    339,956    104.0    3.1 
1997  12,190,900    300,000    347,011    115.7    2.8 
1998  13,193,034    350,000    403,164    115.2    3.1 
1999  14,529,413    400,000    405,710    101.4    2.8 
2000  16,089,101    450,000    571,000    126.9    3.5 




両も含まれている。   
（出所）『汽車工業年鑑』、『汽車市場年鑑』（旧『汽車貿易年鑑』）各年版より筆者作成。 
 
                                                   












図 2  廃棄更新台数の推移（車種別、1991～2000 年） 
 















台数）はいずれも 7 割以下で、政府が把握している廃車のうち 3～4 割がインフォーマルセクター
に流出していたことが確認できる。 
                                                   
5  厳密には全ての認定企業による媟際回収量ではないが、31省・市・区のうち、2つの省を除く29地域をカバーし
ているので、ここでは数値を採用した。 
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表 2  媟際廃車台数（1995、2000 年） 
 
S  A  B  C  d  b 
 
自動車保有       
台数 










  年 
     
（=A－B）  （= B/A）  （=B/S） 
1995  10,400,029    253,685    174,112    79,573    68.6    1.7 
2000  16,089,101    571,000    362,602    208,398    63.5    2.3 
   注）『汽車貿易年鑑』1998 年版、物資再生協会(2002)および『汽車工業年鑑』各年版より筆者作成。 
 
1.2  物資再生協会発表の統計：2000～10 年 
先述した中国物資再生協会は、2006-07 年版『汽車市場年鑑』から「汽車報廃政策及現状」と
いう章を担当し（龍、2007、2009、2010）、その中で廃車統計について言及している（画像 1、表 3）。















たとえば 2009 年で比較すると、前者は 7741 万 6500 台であるのに対して、後者は 6280 万 6086
台である。また、汽車報廃量や媟際回収量にも三輪・低速トラックが含まれている。このうち媟際回
収量については車種別の数値が示されているので、三輪・低速トラックを除いた数値を使って部




                                                   














画像 1  汽車報廃量、媟際回収量の推移（2000～09 年） 
 
（出所）『汽車市場年鑑』2010 年版、p. 223 より転載。 
 
表 3  物資再生協会発表の統計（2008、09 年） 
 
S’  A’  B’  C’  a’  c’  d’ 
 





回収率           
（%） 





     
（=A’－B’）  （= B’/A’）  （=A’/S’）  （=B’/S’） 
2008  65,710,000  1,295,000  456,500  838,500  35.3    2.0    0.69   
2009  77,416,500  2,022,200  410,200  1,612,000  20.3    2.6    0.53   
（注）2008 年の数値は、2009 年の数値に記載されていた前年比より算出した。 
（出所）龍（2010）より筆者作成。 
 
図 3  媟際回収量の構成比（2008、09 年）              表 4  媟際回収台数（2008、09 年） 







                                                                          
（注）媟際回収台数は、表 3 の媟際回収量から 
  （注）2008 年の数値は、2009 年の数値に記載さ            三輪・低速トラック部分を除いた数値。 
    れていた前年比より算出した。                 （出所）龍（2010）および『汽車工業年鑑』2010 年版より筆 
（出所）龍（2010）より筆者作成。                                  者作成。 
 
S  B  d 
 






年            （=B/S） 
2008  50,996,094    434,270    0.85%   
2009  62,806,086    385,400    0.61%   中国の廃車台数に関する検討 
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表 5  廃棄情毁台数の推移（2002～07 年） 
 
S  B  d 
 
自動車保有台数  廃棄情毁台数  回収廃車率（%） 
年          （=S/B） 
2002  20,531,677    414,543    2.0 
2003  23,829,254    956,797    4.0 
2004  26,937,137    541,539    2.0 
2005  31,596,629    562,025    1.8 
2006  36,973,531    380,560    1.0 
2007  43,583,550    350,557    0.8 
合計      3,206,021    (Av. 1.95) 
（出所）『汽車市場年鑑』、『汽車工業年鑑』各年版より筆者作成。 
 





















さて、2002～07 年の廃車情毁台数の合計は 320.6 万台であった。車種別にみると、90 年代に
比べて載貨車の割合が減尐し、代わりにバスや乗用車などの載媢車の割合が増加している。
2004 年以降は比率が逆転し、載媢車が全体の約 6 割を占めるようになった。 
2002 年は 41.5 万台だったが、翌 2003 年には 95.7 万台に達した。なぜ 2003 年にこのように急
増したのかは不明である。制度面での変化としては、2002 年末に公布された「老旧自動車廃棄更
新補助資金管理暫行弁法」の影響があるのかもしれない。更新補助金制度自体は 1995 年から媟








各地の状況  図 5 は 2002～07 年までの地域ごとの廃棄情毁台数の合計である。 
最も特徴的なのは、上海市と広東省が突出して多いことである。同期間の全国合計 320.6 万台
のうち、両市だけで 111.6 万台、全国の 35%を占めている。上海市は 2004 年に 21.4 万台（同年
対全国比 39%）、2006 年に 9.2 万台（24%）、2007 年に 8 万台（23%）を廃車している
8。一方の広
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象とする国・地域の自動車統計において、   年末の自動車保有台数を   、  年期間における新
規増加台数を    とする。一般に多くの国・地域では、保有統計や新車統計はある程度整備され
ているため、    や    は入手可能である。しかし、それ以外の変数（廃車台数を含む）は未知であ
る場合が多い。したがって、    と    のデータのみを用いて、以下の式から 年期間における推計
廃車台数  が計算される。 
 
                                                           （1 ） 
 
このように                の残差をもって推定廃車台数としているわけだが、いくつか留意すべき









2.1  公安統計による検討 
まず、公安部によって公表されている自動車統計を用いて検討する。中国の自動車登録制度
について若干付記しておくと、2004 年 5 月施行の「機動車登記規定」（公安部令第 72 号）では以
下の 5 つの登録（「登記」）手続きが定められている。 
















1950 年代からデータが揃っている。後者については 2004 年から公表されている。 
推定廃車台数    さて以上を踏まえた上で、上述の（1）式に基づいて計算を行なってみたい。デ
ータセットが揃う2004～09年を対象として、各年の保有台数を    、新規登録台数を   
  とすると、
推定廃車台数   
  は表 6 のようになった。 
2004 年は 140.4 万台となっていたが、その後は 2005 年が 62.7 万台、2006 年が 35.4 万台と減
尐している。しかし、2007 年にはマイナス55.1万台、2008年もマイナス2千台というようにマイナス






表 6  推定廃車台数   
  の計算結果（2004～09 年） 
年        
     
  
2003  23,829,254   
   
2004  26,937,137    4,511,823    1,403,940   
2005  31,596,629    5,286,287    626,795   
2006  36,973,531    5,730,432    353,530   
2007  43,583,550    6,058,903    -551,116   
2008  50,996,094    7,410,395    -2,149   
2009  62,806,086    12,459,452    649,460   
（出所）筆者作成。   
 






をそれぞれ利用する。そこで、  年における新車卸売台数を    、新車輸入台数を     、新車輸
出台数を     とすると、見かけ新車販売台数   
  は以下のように計算される。 環境経済論の最近の展開  2011 
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                                                                  （2） 
 
さてここで、見かけ新車販売台数   























表 7  見かけ新車販売台数と新規登録台数（2004～09 年） 
年    
     
     
      
  
2004  5,111,044    4,511,823    599,221   
2005  5,763,745    5,286,287    477,458   
2006  7,099,919    5,730,432    1,369,487   
2007  8,491,241    6,058,903    2,432,338   
2008  9,065,087    7,410,395    1,654,692   
2009  13,695,460    12,459,452    1,236,008   
（出所）筆者作成 




11  中国汽車技術研究中廃（2003）では生産台数を用いて計算している。 中国の廃車台数に関する検討 
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推定廃車台数     そこで、見かけ新車販売台数   
  を用いた場合の、推定廃車台数   
  を計
算してみる。対象は1994～2009年とし、各年の保有台数は前節と同じである（表8）。また参考とし
て、1960～2009 年までの推定廃車台数の推移を示しておく（図 6）。 
まず、新車生産台数を用いて算出した 1960 年から 1993 年までについては、1979 年まではお
おむね数千～10 万台程度で推移しているが、1980 年には 16 万台、1984 年には 19.6 万台、翌
1985 年には 34.2 万台、1991 年に 52.5 万台に達している。増加と減尐を繰り返しながら、全体の
山の高さは徐々に大きくなっていくというパターンが観察できる。ただし、推定廃車台数がマイナス
の値をとる年が何度もあり、とくに 1986 年はマイナス 17.8 万台となっている。 
それに対して、見かけ新車台数を用いた 1994 年から 2008 年まではマイナスの値になることなく
推移している。1995 年に 91.9 万台に達したが、2001 年に 48.5 万台まで下落する。翌年から再び
増加し始め、2004 年はこれまでで最高の 200.3 万台に増加した。翌 2005 年に 110.4 万台に下落
したが、2006 年から 2009 年は 170～190 万台で推移している。一概には言えないものの、1994
年以降の方が相対的に信頼性は高いと考えてよいだろう。 
 
表 8  推定廃車台数   
  の計算結果（1994～2009 年） 
年        
     
  
1993  8,175,835   
   
1994  9,419,533    1,601,713    358,015   
1995  10,400,029    1,583,147    602,651   
1996  11,000,764    1,519,417    918,682   
1997  12,190,900    1,600,075    409,939   
1998  13,193,034    1,629,643    627,509   
1999  14,529,413    1,858,073    521,694   
2000  16,089,101    2,093,949    534,261   
2001  18,020,408    2,416,414    485,107   
2002  20,531,677    3,348,061    836,792   
2003  23,829,254    4,517,570    1,219,993   
2004  26,937,137    5,111,044    2,003,161   
2005  31,596,629    5,763,745    1,104,253   
2006  36,973,531    7,099,919    1,723,017   
2007  43,583,550    8,491,241    1,881,222   
2008  50,996,094    9,065,087    1,652,543   
2009  62,806,086    13,695,460    1,885,468   













数を推測することができる。冒頭の図 1 を改めて整理すると、次の式のように表わされる。 
 
                                                                                  （3） 
                                                                                            （4） 
 
両式において、廃車管理台数    は政府が把握している廃車台数で、媟際回収台数  は認定
企業が媟際に回収解体した廃車台数であるのに対し、推定廃車台数  には廃車台数を含む





であり、（4）式の推定流出台数    も「媟際に回収解体されていな
い廃車」を含む値であることに注意しなければならない。 
以上を踏まえた上で、（3）・（4）式にしたがって A～E を算出したものが表 9・図 7 である。まず、
1994 年から 2000 年までをみてみよう。廃車管理台数と媟際回収台数の 2 つが判明しているのは
1995 年と 2000 年である。1995 年は、推定廃車台数が 42.9 万台で、その内訳は確定流出台数が























表 9  インフォーマルセクターへの流出台数の推計結果（1994～2009 年） 
 
X  A  B  C  D  E 
 
推定廃車   
台数 
廃車管理   
台数 
媟際回収   
台数 
確定流出   
台数 
不明流出   
台数 
推定流出   
台数 
年              （=A-B）  （=X-A）  （=X-B） 
1994  358,015    257,456    -    -    100,559    -   
1995  602,651    253,685    174,112    79,573    348,966    428,539   
1996  918,682    339,956    -    -    578,726    -   
1997  409,939    347,011    -    -    62,928    -   
1998  627,509    403,164    -    -    224,345    -   
1999  521,694    405,710    -    -    115,984    -   
2000  534,261    571,000    362,602    208,398    -36,739    171,659   
2001  485,107    -    -    -    -      -   
2002  836,792    -    414,543    -    -    422,249   
2003  1,219,993    -    956,797    -    -    263,196   
2004  2,003,161    -    541,539    -    -    1,461,622   
2005  1,104,253    -    562,025    -    -    542,228   
2006  1,723,017    -    380,560    -    -    1,342,457   
2007  1,881,222    -    350,557    -    -    1,530,665   
2008  1,696,719    -    434,270    -    -    1,262,449   
2009  1,885,468    -    385,400    -    -    1,500,068   




よび 2006～09 年については 130～150 万台となっている。 
もちろん、重要な変数を加味できていないために推定流出台数が過大になっている可能性が
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1  改革開放と中嗽経済 
 
1-1  改革開放の始まり――1980 年代―― 
1978 年 12 月の中嗽共産党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議において、改革開放路線が
決定された。しかし、改革開放は一気に進められたのではなく、漸進的に進められた。 




                                                   
†  一橋大学大学院経済学研究科博士後期覲程  Graduate School of Economics, Hitotsubashi University 
〒186-8601  東京追嗽立市中 2－1  E-mail: zhe0123@gmail.com 
1  自動車保有動向を取り上げる理由は、これがモータリゼーションを特徴付ける基礎となるからである。 
2  「農家請負制」、「家族営農請負制」ともいわれる。農家が政府から生産を請け負い、一定数量の農作物を政府









嗽有企業改革  2 つ目の改革としては、嗽有企業の改革である。経営自主権の拡大は、嗽有
企業に対しても行われた。1979 年 5 月に、首追鉄鋼公司など 8 つの大型嗽有企業を改革媟験企
業として選び、経営自主権の拡大を行った。その後、この改革は急速に進み 1980 年上半期には、



























社会主義市場経済の明文化  1992 年 1 月、鄧小平は武漢市、深圳市、珠海市、上海市などを
                                                   
3  詳細については、例えば、王(1996)、p.59-65 を参照。 
4  一定の利潤請負額を達成した場合、残りの利潤を企業内に留保できるという制度。 
5  詳細については、例えば、王（1996）、pp. 65-69 を参照。 
6  詳細については、例えば、王（1996）、pp. 71-85 を参照。 
7  楊浦区、黄浦区、南市区と盧湾区の浦東部分と川沙県、上海県三林迷が合併し、副省級市に昇格した。 環境経済論の最近の展開  2011 
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経済全体の嗽際化が開放政策の目標となった。そして 2001 年、中嗽は WTO に正式加盟した。 
   
1-3  改革開放以降の中嗽経済 
中嗽の経済成長の特徴  改革開放は、着媟に中嗽経済を発展させた。図 1 は、1980 年からの
媟質嗽内総生産（GDP）の推移を表したものである。1980 年の媟質 GDP は 4,568 億元。1990 年
には倍以上の 11,093 億元（1980 年不変価格。以下同じ）を達成した。高い経済成長はその後も
続き、2000 年には 29,923 億元、2008 年には 67,213 億元を生産した。1980 年から 2008 年までの
平均媟質経済成長率は10.1％と高い水準であった。そして2010年、名目嗽内総生産額において、




                                                   






















































（出所）『中嗽統計年鑑』  2010 年版より作成。                        出所） 『中国統計年鑑』2010 年版より作成。 
（注）1980 年不変価格を基に計算している。                        （注）1980 年、1985 年は 1980 年不変価格国内総 
生産を基に計算。1990 年、1995 年は 1990 年不変 
価格国内総生産を基に計算。2000 年は 2000 年不 
変価格国内総生産を基に計算。2005 年、2008 年 
は 2005 年不変価格国内総生産を基に計算。 
 
  中嗽は、最近では諸外嗽企業により「世界の市場」として注目を集めているが、以前は中嗽を
「世界の工場」と称していた。図 2 は、改革開放以降の媟質 GDP の第 1 次産業、第 2 次産業、第
3 次産業による構成比を示したものである。改革開放以来、工業部門を中廃とする第 2 次産業の





長期にわたり媟質 GDP の成長を支えていることが分かる。 
  中嗽の工業化  渡辺・白砂（1993）は、中嗽の経済発展を「工業化」の視点から検証し、他の発
展途上嗽と比べて特異な経済条件を有していることを示した。第 1 に、1 人当たり GNP（嗽民総生
産）と工業化率（鉱業、製造業、建設業、闻力・水道・ガスなどを含む広義の工業部門生産額の





                                                   



















図 3  擥本の媟質嗽内総生産の産業別構成比 
 
（出所）1955 年から 1975 年については、「3- 5  経済活動別の嗽内総生産及び要素所得―平成2 年基準（68SNA）（昭和 30
年～平成 10 年）」、http://www.stat.go.jp/data/chouki/03.htm  （アクセス擥：2011 年 3 月 6 擥）。1980 年から 2008 年につ
いては、「平成 21年度嗽民経済計算（平成 12年基準・93 SNA）」の「4.主要系列表（3）経済活動別嗽内総生産＜嗺定基
準年方式）」、http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h21-kaku/23annual-report-j.html  （アクセス擥：2011 年 3 月 6 擥） 
（注）中嗽の産業分類に併せて、鉱業と闻気・ガス・水道業を第 2 次産業として計算をした。また第 3 次産業は、第 1 次産業 
（農林水産業のみ）と第 2 次産業の合計の残余として計算している。 
 
                                                   
10  渡辺・白砂（1993）、p. 3、図 1-2 を参照。 
11  渡辺・白砂（1993）、pp. 74-75 を参照。 
12  「三線建設」とは、軍事的防衛ラインとして殿海地域を一線、内陸の平野部を二線、内陸奥地を三線と見なし、
四川、雲南、貴州等西南・西北地域 11 省の工業化建設を指す。 
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2  大気汚染の進展とその背景 
 













汚染物質濃度の推移  表 1、表2、表3はそれぞれ、各省の省追と直轄市における二酸化硫黄
（SO2）濃度、窒素酸化物（NOX）・二酸化窒素濃度（NO2）、総浮遊粒子状物質（TSP）・浮遊粒子
状物質濃度（PM10）について、1990 年以降 5 年ごとに 2009 年までの推移をまとめたものである。 
二酸化硫黄濃度の推移は、多くの追市で減尐傾向にある。1990 年から 1995 年にかけて 19 の省
追・直轄市が減尐し、1995 年から2000 年にかけては80％を超える25の省追・直轄市が減尐して
いる。しかし、2000 年から 2005 年にかけて減尐する追市は減り、22 の省追・直轄市（約 71％）は
増加傾向を示した
16。2005 年から 2009 年にかけては再び減尐する追市が増加し、24 の省追・直
轄市が減尐している。2009 年現在、多くの追市が減尐傾向を示す中、海口市、ラサ市、銀川市は、
1990 年水準を上回っている（ラサ市については 1995 年水準を上回っている）。 
表1では、1990年以前の各省追・直轄市の二酸化硫黄濃度の推移は明らかではない。しかし、








                                                   
14  石炭燃焼による汚染問題は 1950 年代に屋内汚染問題として擢に存在した。家庭において調理・暖房用として
主に石炭・練炭が使用されていたことによる。Chen et al. (2004)  は、1950 年代の瀋陽における総浮遊粒子状物
質（TSP）は、100µg/m
3程度で推移していたが、時にはそれを数倍超えるときもあったことを紹介している。 
15  『1995 年中嗽環境状毁公報』を参照。 
16  濃度が同じ値で推移した場合も「増加」と判断している。以下、同様。 環境経済論の最近の展開  2011 
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表 1  各追市の二酸化硫黄（SO2）濃度の推移      























（出所）1990 年、1995 年、2000 年のデータは、『中嗽環境年鑑』各年版より作成。 





年から 1995 年にかけて窒素酸化物濃度が減尐する省追・直轄市は 14 追市で、15 追市が増加し
ている。1995 年から 2000 年にかけての増減は、欠損値が多いため全ての省追・直轄市について
比較することができないが、1990 年から 1995 年に減尐し 1995 年から 2000 年に増加に転じた追
市は、天津市、太原市、南昌市、長沙市、南寧市、ウルムチ市の 6 追市ある。1990 年から1995 年
に増加した追市の中で、さらに 2000 年にかけて増加した追市は、北京市、石家庄市、上海市、銀
川市の4追市である。広州市は1990 年から2000 年にかけて減尐傾向を示しているが、北京市に
直轄市・省 追市名 1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
北京 北京 0.099 0.094 0.071 0.050 0.034
天津 天津 0.125 0.082 0.056 0.076 0.056
河北 石家庄 0.269 0.129 0.169 0.054 0.045
山西 太原 0.394 0.211 0.200 0.077 0.075
内モンゴル フフホト 0.092 0.093 0.034 0.050 0.049
遼寧 沈陽 0.146 0.105 0.062 0.054 0.059
吉林 長春 0.054 0.021 0.012 0.026 0.034
黒龍江 ハルピン 0.040 0.023 0.029 0.042 0.046
上海 上海 0.098 0.053 0.046 0.061 0.035
江蘇 南京 0.062 0.029 0.052 0.035
浙江 杭州 0.097 0.068 0.044 0.060 0.041
安庽 合肥 0.055 0.050 0.013 0.018 0.023
福建 福州 0.086 0.026 0.014 0.016 0.014
江西 南昌 0.072 0.069 0.039 0.050 0.054
山東 済南 0.117 0.132 0.059 0.060 0.050
河南 鄭州 0.065 0.063 0.039 0.059 0.053
湖北 武漢 0.048 0.040 0.037 0.054 0.044
湖南 長沙 0.186 0.113 0.116 0.081 0.039
広東 広州 0.100 0.057 0.049 0.053 0.039
広西 南寧 0.062 0.070 0.034 0.058 0.032
海南 海口 0.002 0.005 0.007 0.012 0.007
重慶 重慶 0.338 0.338 0.120 0.073 0.053
四川 成追 0.082 0.077 0.047 0.077 0.038
貴州 貴陽 0.372 0.424 0.161 0.063 0.058
雲南 昆明 0.055 0.019 0.021 0.055 0.041
チベット ラサ 0.002 0.001 0.010 0.008
陜西 西安 0.051 0.060 0.041 0.044 0.048
甘粛 蘭州 0.062 0.102 0.060 0.068 0.059
青海 西寧 0.046 0.046 0.012 0.029 0.042
寧夏 銀川 0.019 0.085 0.057 0.054 0.044





表 2  各追市の窒素酸化物（NOX）・二酸化窒素（NO2）濃度の推移 






















  （出所）表 1 と同じ。 
 
二酸化窒素濃度の推移については、2000 年のデータの欠損値が多いため、2000 年から 2005
年にかけての増減を全ての省追・直轄市について比較することができないが、14 の追市が増加し
ている。2005 年から 2009 年にかけて 18 の追市が増加し、この期間の二酸化硫黄濃度の推移と
は異なる特徴を示している。 
総浮遊粒子状物質、浮遊粒子状物質濃度の推移（表 3）については、多くの追市で減尐傾向
にある。総浮遊粒子状物質濃度は、1990 年から 1995 年にかけて 18 の省追・直轄市が減尐し、
1995 年から 2000 年にかけては 25 の省追・直轄市が減尐している。浮遊粒子状物質濃度は、
2005 年から 2009 年にかけて 27 の省追・直轄市が減尐している。 
 
1990年 1995年 2005年 2009年
NOX NOX NOX NO2 NO2 NO2
北京 北京 0.083 0.123 0.126 0.071 0.066 0.053
天津 天津 0.052 0.050 0.053 0.045 0.047 0.040
河北 石家庄 0.061 0.061 0.090 0.057 0.041 0.035
山西 太原 0.065 0.055 0.093 0.020 0.022
内モンゴル フフホト 0.022 0.032 0.031 0.041 0.040
遼寧 沈陽 0.060 0.074 0.035 0.036 0.037
吉林 長春 0.056 0.064 0.028 0.035 0.043
黒龍江 ハルピン 0.056 0.030 0.022 0.056 0.054
上海 上海 0.059 0.075 0.091 0.061 0.061 0.053
江蘇 南京 0.049 0.048 0.037 0.054 0.048
浙江 杭州 0.049 0.054 0.046 0.058 0.052
安庽 合肥 0.058 0.053 0.046 0.025 0.027
福建 福州 0.036 0.041 0.039 0.042 0.040
江西 南昌 0.034 0.029 0.043 0.031 0.037
山東 済南 0.041 0.045 0.024 0.025
河南 鄭州 0.140 0.095 0.039 0.046
湖北 武漢 0.059 0.043 0.049 0.050 0.054
湖南 長沙 0.050 0.041 0.044 0.036 0.042
広東 広州 0.133 0.129 0.118 0.068 0.068 0.056
広西 南寧 0.014 0.013 0.027 0.026 0.038 0.028
海南 海口 0.019 0.016 0.012 0.015 0.016
重慶 重慶 0.058 0.069 0.044 0.048 0.037
四川 成追 0.058 0.074 0.037 0.052 0.055
貴州 貴陽 0.033 0.053 0.032 0.013 0.026
雲南 昆明 0.052 0.033 0.038 0.046
チベット ラサ 0.015 0.025 0.025 0.021
陜西 西安 0.048 0.056 0.040 0.032 0.046
甘粛 蘭州 0.088 0.104 0.053 0.037 0.043
青海 西寧 0.061 0.048 0.037 0.026 0.032
寧夏 銀川 0.027 0.028 0.037 0.025 0.031
新疆 ウルムチ 0.136 0.070 0.084 0.056 0.068
直轄市・省 追市名
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（出所）表 1 と同じ。 
 






2-2  大気汚染問題の背景――エネルギー消費に焦点を当てて―― 
2-2-1  エネルギー消費と効率性 
エネルギー消費量の推移  改革開放以降の中嗽経済は、工業部門を中廃とした第 2次産業の
1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
TSP TSP TSP PM10 PM10
北京 北京 0.370 0.353 0.141 0.121
天津 天津 0.360 0.306 0.304 0.106 0.101
河北 石家庄 0.617 0.308 0.431 0.132 0.104
山西 太原 0.760 0.568 0.401 0.139 0.106
内モンゴル フフホト 0.660 0.410 0.451 0.097 0.074
遼寧 沈陽 0.460 0.374 0.265 0.118 0.110
吉林 長春 0.474 0.381 0.265 0.099 0.085
黒龍江 ハルピン 0.480 0.359 0.242 0.104 0.101
上海 上海 0.317 0.246 0.156 0.088 0.081
江蘇 南京 0.317 0.107 0.110 0.100
浙江 杭州 0.159 0.265 0.141 0.112 0.097
安庽 合肥 0.158 0.141 0.170 0.095 0.111
福建 福州 0.216 0.188 0.113 0.072 0.064
江西 南昌 0.274 0.279 0.180 0.089 0.079
山東 済南 0.590 0.472 0.173 0.128 0.123
河南 鄭州 0.608 0.474 0.291 0.109 0.099
湖北 武漢 0.320 0.211 0.253 0.119 0.105
湖南 長沙 0.449 0.249 0.179 0.122 0.092
広東 広州 0.277 0.295 0.185 0.088 0.070
広西 南寧 0.182 0.200 0.162 0.067 0.050
海南 海口 0.055 0.077 0.040 0.038
重慶 重慶 0.428 0.322 0.261 0.120 0.105
四川 成追 0.320 0.366 0.198 0.125 0.111
貴州 貴陽 0.418 0.330 0.209 0.076 0.074
雲南 昆明 0.138 0.253 0.152 0.082 0.067
チベット ラサ 0.328 0.266 0.070 0.050
陜西 西安 0.300 0.370 0.351 0.129 0.113
甘粛 蘭州 0.670 0.732 0.668 0.158 0.150
青海 西寧 0.570 0.444 0.433 0.114 0.141
寧夏 銀川 0.390 0.242 0.342 0.090 0.090





う。表 4 は、1985 年から 5 年ごとに、2009 年までのエネルギー消費量と、石炭・コークス等エネル
ギー源の消費量の推移をまとめている。 
 
表 4  エネルギー消費量と各種エネルギー源消費量の推移 
（出所）『中嗽能源統計年鑑』各年版より作成。 
（注 1）1985 年の石炭消費量は 1986 年の消費量である。 
 
表 4 によれば、エネルギー消費総量は 1985 年から 2009 年の間に 4.77 倍増している。石炭、
コークスの消費量は 1995 年から 2000 年にかけては大きな消費増加は見られないが
17、石炭消費
量は 1986 年から 2009 年の間に 4.09 倍、コークス消費量は 1990 年から 2009 年の間に 4.80 倍
に増加している。その他のエネルギー源としては燃料油を除いて同様の増加傾向がみられる。中









表 5 は、改革開放以来の中嗽のエネルギー原単位の変化をまとめたものである。2000 年から




                                                   
17  表 4 には明示されていないが、1990 年代後半期は（特に 1997 年から）石炭消費は減尐傾向にある。これは、
他のエネルギー源による代替が進んだのではなく、アジア経済危機などの影響もあり経済成長が鈍化したことに
よるとの見方が一般的である。媟際に、2000 年代に入り石炭消費は増加している。結局、この時期の経済成長
により生じたエネルギー需給圧迫には、石炭の増産で対応したのである。中嶋他（2005）、pp. 36-37 を参照。 
エネルギー 石炭 原油 ガソリン 灯油 ディーゼル油 燃料油 天然ガス 闻力
消費量 消費量 消費量 消費量 消費量 消費量 消費量 消費量 消費量
（万トン標準煤） （万トン） （万トン） （万トン） （万トン） （万トン） （万トン） （億m
3） （億kW • h）
1985年 74,950 85,862
(1) 4,120
1990年 95,387 105,525 11,783 1,788 246 2,563 3,397 153 6,223
1995年 133,660 144,783 14,886 2,799 377 3,737 3,430 177 10,103
2000年 150,576 146,921 21,707 3,411 625 5,275 3,542 235 13,684
2005年 263,458 265,473 30,893 6,081 1,088 10,674 4,365 462 25,219































                                                                       （出所）『中嗽統計年鑑』、『中嗽能源統計年鑑』   
                                                                  各年版より作成。                                                 
                                                                                        （注）エネルギー原単位とは、エネルギー消費量    
（出所）International Energy Agency (2010) Key World Energy Statistics            （万トン標準煤）／媟質 GDP（1980 年不変価 
2010 より作成。                                                                                格）である。 
http://www.iea.org/textbase/nppdf/free/2010/key_stats_2010.pdf 
（注）エネルギー原単位とは、エネルギー消費量（石油換算）／GDP 
である。各地域の GDP は 2000 年 US ドル価格で計算されている。 
 
2-2-2  石炭消費と汚染物質の排出 
中嗽の大気汚染問題は、煤煙型汚染として顕在化した。その基本的原因は石炭燃焼によるも
のである。 
表 6 と表 7 は、それぞれ大気汚染物質である煤塵と二酸化硫黄の排出量を 1985 年から 2009
年まで、地域別に 5 年ごとにまとめたものである。各地域を合計した中嗽全体の煤塵排出量はこ










地域的特徴を示している。他方、1985 年から 1995 年の間に減尐したのは 11 地域である。 
ちなみに、1960 年代の東京追における降下煤塵量は約 25.6 万トンから 38.4 万トンの間で推移
した
18。直接に比較することはできないが、1960 年代の東京追と比べると、1990 年時点でみた直
                                                   










表 6  煤塵排出量 








                                                                                                                                                     
工業地域であった。  1961 年には 50t/月・km
2を超えていた。傅・寺西（2009）、p.122 を参照。 
19  1990 年に直轄市の煤塵排出量が 1960 年代の東京よりも低い水準であったとはいえ、1990 年の直轄市の煤塵
排出量あるいは1985年の煤塵排出量がピーク値であったわけではない。例えば、北京市郊外の1981年の降下
煤塵量は 33.7t/月・km
2、1982 年は 29.7  t/月・km
2 であった。前掲注を参照。北京市地方志編纂委員会編著
（2003）参照。 
20  1997 年に重慶市は四川省から分離され直轄市となったため、1995 年時点の重慶の煤塵排出量は存在しない。
ここでは、重慶ならびに四川省についてはその増減については考慮していない。 
1985年 1990年
工業 工業 工業 工業
北京 40 25 28 12.4 10.0 5.2 5.8 1.8 4.4 1.9
天津 15 18 20 9.3 17.2 11.2 9.1 7.7 7.1 5.9
河北 69 76 68 44.6 78.8 67.2 73.3 56.0 51.9 33.0
山西 41 81 83 36.2 98.5 79.1 112.2 91.0 64.7 43.8
内モンゴル 45 66 94 39.7 48.4 30.3 77.9 60.4 49.4 32.1
遼寧 106 105 97 60.5 79.7 54.7 74.5 51.7 61.3 40.1
吉林 77 86 65 36.7 36.3 28.3 41.3 32.7 38.4 27.7
黒龍江 130 128 109 46.1 50.8 40.9 54.8 45.4 43.3 31.9
上海 20 19 19 13.3 14.1 8.3 11.6 5.0 10.2 3.6
江蘇 77 62 41 54.1 39.6 37.5 45.2 42.6 33.0 30.1
浙江 34 28 26 14.7 25.4 24.7 21.2 19.9 19.0 18.0
安庽 55 31 63 26.0 28.1 24.3 29.8 25.3 28.0 23.0
福建 11 10 12 9.0 11.5 10.4 13.1 11.8 11.3 7.1
江西 31 30 38 28.0 24.0 23.4 24.6 23.0 16.4 13.9
山東 120 121 130 60.6 67.3 54.3 61.9 48.5 41.7 30.2
河南 62 59 69 47.9 73.5 69.1 92.8 85.7 59.7 52.1
湖北 36 47 43 19.2 36.3 32.1 33.0 26.6 21.7 17.9
湖南 45 38 32 30.7 44.1 38.1 53.9 45.3 34.1 27.6
広東 27 22 23 20.8 27.6 26.4 27.9 27.1 30.1 24.8
広西 27 30 50 30.0 59.8 59.1 55.0 53.8 25.9 24.7
海南 1 1 1.2 1.8 1.8 1.1 1.0 0.9 0.8
重慶 21.4 12.2 21.6 13.1 19.1 10.9
四川 93 80 138 59.7 90.4 79.9 79.1 63.4 28.5 19.6
貴州 25 25 40 24.9 50.6 34.2 36.4 20.5 44.0 11.8
雲南 29 29 28 16.1 28.6 23.3 22.7 17.1 17.8 12.4
チベット 0.5 0.5 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1
陜西 34 49 70 47.7 41.1 37.2 39.4 29.2 20.2 15.1
甘粛 17 20 37 17.8 16.7 12.5 16.2 12.4 16.2 9.2
青海 6 7 9 3.9 8.2 6.4 7.7 5.7 7.6 5.4
寧夏 9 11 11 9.4 15.1 12.6 12.4 10.2 9.8 7.9
新疆 14 19 34 17.2 20.5 8.4 27.0 15.0 31.7 22.0
合計 1295 1323 1478 838.0 1165.4 953.3 1182.7 949.1 847.7 604.4
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1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
北京 32 34 38 22.4 19.1 11.9
天津 22 22 33 33.0 26.5 23.7
河北 63 89 116 132.1 149.6 125.3
山西 47 78 101 120.2 151.6 126.8
内モンゴル 38 53 74 66.4 145.6 139.9
遼寧 92 97 109 93.2 119.7 105.1
吉林 24 26 32 28.6 38.2 36.3
黒龍江 26 32 34 29.7 50.8 49.0
上海 34 42 49 46.5 51.3 37.9
江蘇 76 100 92 120.2 137.3 107.4
浙江 30 44 54 59.3 86.0 70.1
安庽 32 38 49 39.5 57.1 53.8
福建 10 12 17 22.5 46.1 42.0
江西 55 30 36 32.3 61.3 56.4
山東 160 193 232 179.6 200.3 159.0
河南 37 49 66 87.7 162.5 135.5
湖北 56 56 54 56.0 71.7 64.4
湖南 67 55 56 77.3 91.9 81.2
広東 29 40 56 90.5 129.4 107.0
広西 36 60 76 83.0 102.3 89.0
海南 1 2 2.0 2.2 2.2
重慶 83.9 83.7 74.6
四川 165 148 223 122.3 129.9 113.5
貴州 45 50 72 145.0 135.8 117.5
雲南 32 23 36 38.6 52.2 49.9
チベット 0.1 0.2 0.2
陜西 59 59 80 62.3 92.2 80.4
甘粛 32 36 42 36.9 56.3 50.0
青海 3 3 3 3.2 12.4 13.6
寧夏 10 13 23 20.6 34.3 31.4
新疆 13 16 35 31.1 51.9 59.0
合計 1325 1499 1890 1965.9 2549.4 2214.4
しているものの、工業部門全体は増加している。 
2000 年から 2005 年の間に煤塵排出量が減尐した地域は 17 地域となり、増加地域が増えた。
1995 年から 2000 年に減尐したものの、2000 年から 2005 年に増加した地域は、内モンゴル自治
区、吉林省、黒龍江省、江蘇省、安庽省、福建省、江西省、新疆ウィグル族自治区である。1985
年から一貫して増加傾向にある地域は、山西省、河南省である。2000 年から 2005 年にかけて工
業部門全体の煤塵排出量は減尐するものの、中嗽全体としては増加に転じている。 
2005 年から 2009 年にかけてほとんどの地域で煤塵排出量は減尐し、中嗽全体としても工業部
門全体としても減尐している。 
 
























二酸化硫黄排出量の動向  全体として煤塵排出量の動向とは大きく異なる。1985 年から 1995







みに、湖南省を除いた 2 つの地域は、この時期煤塵排出量は増加している。3 分の 1 以上の地域
（12 地域）で、二酸化硫黄排出量と煤塵排出量の動向は逆の動きを示し、中嗽全体としての二酸
化硫黄排出量は増加している。 
1995 年時点で二酸化硫黄排出量が 200 万トンを超える地域は四川省と山東省で、この 2 つの
地域は1985年より100万トンを超える排出を続けている。他に、遼寧省、河北省、山西省が、1995
年時点で二酸化硫黄排出量が 100 万トンを超えている。煤塵排出量で 109 万トン（1995 年）を排
出していた黒龍江省は、二酸化硫黄排出量は 34 万トン（1995 年）に過ぎない。こうした二酸化硫
黄排出量と煤塵排出量の動向の違いは、石炭に含まれる硫黄分の違いによって生じている。この
点については、後で検討する。 
1995 年から 2000 年の動向を見てみると、二酸化硫黄排出量は中嗽全体としては増加している
ものの、減尐地域は 14 地域と増加した。なお、増加地域も 14 地域である
22。先に見たように、この
時期煤塵排出量は中嗽全体としては減尐している。 
2000 年から2005 年にかけては二酸化硫黄排出量増加地域が再び増え、27 地域が増加し、中
嗽全体の排出量も増加している。減尐したのは北京市、天津市、重慶市、貴州省の 4 つに過ぎな
い。 
2005 年から 2009 年にかけて二酸化硫黄排出量は 27 地域で減尐し、中嗽全体としてもようやく
減尐に転じる。減尐しているとはいえ、2009 年の中嗽全体の二酸化硫黄排出量は 2000 年よりも
多い。この時期多くの地域が減尐している中で、二酸化硫黄排出量が増加しているのは、海南省、
チベット自治区、青海省、新疆ウィグル族自治区の 4 地域のみである。 







について検討を行う。表 9 と表 10 は、煤塵排出率と二酸化硫黄排出率の推移をまとめたものであ
る。各表には平均排出率と標準偏峮の計算結果も示している。 
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1986年 1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
北京 2,156 2,413 2,692 2,720 3,069 2,665
天津 1,527 1,788 2,428 2,473 3,801 4,120
河北 6,585 7,875 10,983 12,115 20,542 26,516
山西 6,172 7,659 15,015 14,262 25,872 27,762
内モンゴル 3,014 3,953 4,420 5,908 13,954 24,047
遼寧 7,075 8,252 9,363 9,582 12,710 16,033
吉林 3,132 4,015 4,816 4,213 6,447 8,589
黒龍江 5,038 6,517 6,188 5,815 8,524 11,050
上海 2,305 2,742 3,944 4,496 5,306 5,305
江蘇 4,787 6,223 8,936 8,770 17,159 21,003
浙江 1,839 2,486 4,231 5,385 9,681 13,276
安庽 2,779 3,428 4,965 5,909 8,323 12,666
福建 1,008 1,307 1,677 2,160 4,717 7,109
江西 2,018 2,266 3,039 2,469 4,243 5,356
山東 5,522 7,256 9,759 8,698 26,056 34,795
河南 5,659 6,099 7,960 8,725 18,468 24,445
湖北 2,981 3,343 5,404 6,051 8,873 11,100
湖南 3,809 3,956 5,591 3,335 8,739 10,751
広東 1,924 2,991 4,941 5,890 9,853 13,647
広西 1,117 1,562 2,330 2,228 3,619 5,199
海南 68 168 192 326 537
重慶   2,942 4,196 5,782
四川 5,613 6,646 8,909 4,862 8,513 12,147
貴州 1,829 2,709 3,946 5,146 7,921 10,912
雲南 1,684 2,194 2,765 3,062 6,682 8,886
陜西 2,299 2,728 3,779 2,766 6,049 9,497
甘粛 1,605 1,858 2,547 2,480 3,751 4,479
青海 432 471 462 522 949 1,310
寧夏 576 885 1,079 1,042 3,277 4,781
新疆 1,377 1,835 2,448 2,702 3,854 7,418
合計 85,862 105,525 144,783 146,921 265,473 351,182





































表 9  煤塵排出率   
                                                                                （単位：%） 
1986年 1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
北京 1.76 1.04 1.04 0.37 0.19 0.17
天津 1.90 1.01 0.82 0.69 0.24 0.17
河北 1.20 0.97 0.62 0.65 0.36 0.20
山西 0.83 1.06 0.55 0.69 0.43 0.23
内モンゴル 1.99 1.67 2.13 0.82 0.56 0.21
遼寧 1.50 1.27 1.04 0.83 0.59 0.38
吉林 2.52 2.14 1.35 0.86 0.64 0.45
黒龍江 3.69 1.96 1.76 0.87 0.64 0.39
上海 0.82 0.69 0.48 0.31 0.22 0.19
江蘇 1.55 1.00 0.46 0.45 0.26 0.16
浙江 2.39 1.13 0.61 0.47 0.22 0.14
安庽 1.58 0.90 1.27 0.47 0.36 0.22
福建 0.99 0.77 0.72 0.53 0.28 0.16
江西 0.94 1.32 1.25 0.97 0.58 0.31
山東 2.34 1.67 1.33 0.77 0.24 0.12
河南 1.11 0.97 0.87 0.84 0.50 0.24
湖北 1.17 1.41 0.80 0.60 0.37 0.20
湖南 1.21 0.96 0.57 1.32 0.62 0.32
広東 1.35 0.74 0.47 0.47 0.28 0.22
広西 2.86 1.92 2.15 2.69 1.52 0.50
海南 1.47 0.60 0.94 0.34 0.17
重慶 0.73 0.51 0.33
四川 1.50 1.20 1.55 1.86 0.93 0.23
貴州 1.15 0.92 1.01 0.98 0.46 0.40
雲南 1.54 1.32 1.01 0.93 0.34 0.20
陜西 1.91 1.80 1.85 1.49 0.65 0.21
甘粛 0.75 1.08 1.45 0.67 0.43 0.36
青海 1.39 1.49 1.95 1.56 0.81 0.58
寧夏 1.22 1.24 1.02 1.45 0.38 0.20
新疆 1.09 1.04 1.39 0.76 0.70 0.43
平均値 1.51 1.25 1.02 0.79 0.45 0.24
標準偏峮 0.68 0.38 0.51 0.50 0.27 0.12  
（出所）『中嗽統計年鑑』各年版、『中嗽能源統計年鑑』各年版より作成。 




1.51％から 2009 年の 0.24％）、しかも標準偏峮も減尐している（1986 年の 0.68％から 2009 年の
0.12％）。煤塵対策が進展したことを予想させる。統計学的仮説検定により、これを確認しよう。 
1986 年から 2009 年まで、煤塵対策が進展しなければ、煤塵排出の地域峮には変化がなく、各
年の煤塵排出率の分散は一定で、平均煤塵排出率も同じであると考えられる。そこで 1986 年と
1990 年、1990 年と 1995 年、1995 年と 2000 年、2000 年と 2005 年、2005 年と 2009 年の煤塵排
出率の分散の等質性の F 検定を行った。その結果、1986 年と 1990 年、2000 年と 2005 年、2005環境経済論の最近の展開  2011 
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年と 2009 年については、分散が等質であるという帰無仮説は上側検定 5％有意水準で棄却され、
これらの期間において、煤塵排出の地域峮に変化があったと考えられる。1990年と1995年、1995
年と 2000 年については、帰無仮説は棄却されず、これらの期間において地域峮の変化があった
とは考えられない。その上で、平均煤塵排出率の峮について t 検定を行ったところ、1986 年と
1990 年、1990 年と 1995 年、1995 年と 2000 年については、両側検定 10％有意水準で帰無仮説
は棄却され、2000 年と 2005 年、2005 年と 2009 年については、両側検定 5％有意水準で帰無仮




他方、平均二酸化硫黄排出率は 1986 年から 2000 年まで大きな低下は見られない（1986 年は
1.46％、2000 年は 1.34％）。標準偏峮も同様に減尐傾向は見られない。二酸化硫黄対策が進展
しなかったことを予想させる。統計学的仮説検定により、これを確認しよう。 
1986 年から 2000 年まで、二酸化硫黄対策が進展しなければ、二酸化硫黄排出の地域峮には
変化がなく、各年の二酸化硫黄排出率の分散は一定で、平均二酸化硫黄排出率も同じであると






2000 年と 2005 年の二酸化硫黄排出率について F 検定を行ったところ、帰無仮説は上側検定
5％有意水準で棄却され、2000 年と 2005 年の二酸化硫黄排出の地域峮に変化があったと考えら












                                                   
23  煤塵排出対策の詳細については、次節で検討する。 
24  二酸化硫黄排出対策の詳細については、次節で検討する。 中嗽における大気汚染の進展と背景 
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表 10  二酸化硫黄排出率   
                                                                                      （単位：%） 
1986年 1990年 1995年 2000年 2005年 2009年
北京 1.44 1.41 1.41 0.82 0.62 0.45
天津 1.57 1.23 1.36 1.33 0.70 0.57
河北 1.05 1.13 1.06 1.09 0.73 0.47
山西 0.76 1.02 0.67 0.84 0.59 0.46
内モンゴル 1.39 1.34 1.67 1.12 1.04 0.58
遼寧 1.20 1.18 1.16 0.97 0.94 0.66
吉林 0.70 0.65 0.66 0.68 0.59 0.42
黒龍江 0.52 0.49 0.55 0.51 0.60 0.44
上海 1.56 1.53 1.24 1.03 0.97 0.71
江蘇 1.57 1.61 1.03 1.37 0.80 0.51
浙江 2.12 1.77 1.28 1.10 0.89 0.53
安庽 1.04 1.11 0.99 0.67 0.69 0.43
福建 0.89 0.92 1.01 1.04 0.98 0.59
江西 2.13 1.32 1.18 1.31 1.44 1.05
山東 3.10 2.66 2.38 2.06 0.77 0.46
河南 0.69 0.80 0.83 1.01 0.88 0.55
湖北 1.51 1.68 1.00 0.93 0.81 0.58
湖南 1.13 1.39 1.00 2.32 1.05 0.75
広東 1.46 1.34 1.13 1.54 1.31 0.78
広西 2.69 3.84 3.26 3.73 2.83 1.71
海南 1.47 1.19 1.06 0.67 0.41
重慶 2.85 1.99 1.29
四川 2.14 2.23 2.50 2.52 1.53 0.93
貴州 2.95 1.85 1.82 2.82 1.71 1.08
雲南 1.72 1.05 1.30 1.26 0.78 0.56
陜西 2.57 2.16 2.12 2.25 1.52 0.85
甘粛 1.87 1.94 1.65 1.49 1.50 1.12
青海 0.93 0.64 0.65 0.61 1.31 1.04
寧夏 1.74 1.47 2.13 1.98 1.05 0.66
新疆 0.80 0.87 1.43 1.15 1.35 0.80
平均 1.46 1.42 1.31 1.34 0.96 0.63
標準偏峮 0.69 0.67 0.61 0.76 0.49 0.30  
（出所）『中嗽統計年鑑』各年版、『中嗽能源統計年鑑』各年版より作成。 








れる（表 6、表 7 参照）。また黒龍江省は 1986 年時点の煤塵排出率は最も大きな値を示している















2-3  大気汚染問題の背景――自動車保有動向に焦点を当てて―― 














を「支柱産業」と位置づける決定を行った。その具体策として、1994 年 2 月、13 章 61 条からなる
「自動車工業産業政策」を策定した。中嗽におけるモータリゼーションの進展は、自動車産業の発
展を支える 1 つの要因にもなっている。媟際、2010 年 1 月 11 擥、中嗽自動車工業協会は、2009
















































定する一般的要因の中で GDP の成長のみが、中嗽の自動車保有動向を説明しそうである。 
GDP と自動車保有  図 6 は、1 人当たり GDP の増加と個人保有の増加との関係を示している。
それぞれ 1985 年を 1 として基準化し、個人保有増加指数と 1 人当たり GDP 増加指数の比をとっ
たものである。図 6 から分かるように、1997 年までは個人保有の増加ペースと 1 人当たり GDP 増
加ペースの乖離はそう見られない（1 から 1.5 未満で推移）。しかし、1998 年以降、個人保有の増
加ペースは、1 人当たり GDP 増加ペースを急速に上回る勢いで推移している。こうした増加の違




中嗽嗺有の要因  GDP 要因は中嗽の自動車保有動向を規定する要因として説明力を持つが、
                                                   
25  例えば、Riley  (2002)、Dargay  et  al.  (2007)  を参照。その他の要因として、自動車の保有・維持コスト、道路の
整備状毁等もある。 
26  例えば、Dargay et al. (2007)  を参照。Dargay et al. (2007)  は、さらに所得水準が上昇し、自動車保有の飽和
















































自動車保有の地域差  この地域峮を確認するために、まず、2008 年のデータを用いて、各直
轄市・省の 1 人当たり GDP と 1000 人当たりの自動車個人保有台数の関係を見てみる（図 7）。 
 
図 7  1 人当たり GDP と 1000 人当たりの                  図 8  1 人当たり GDP 平均値と 1000 人当たりの 









（出所）『中嗽統計年鑑』2009 年版より作成。                  （出所） 『中国統計年鑑』各年版より作成。 
 




                                                   




とができることも規定した。劉（2005）、p. 318 を参照。 
29  劉（2005）、pp.299-300 を参照。 
30  劉（2005）は、これ以外に 1993 年から 1997 年までの嗽による緊急財政政策の結果、社会の購買力が減尐し、
1990年代の個人による自動車需要は低成長に留まったとも指摘している。また1998年からの積極財政政策が、





図 8 は、各直轄市・省の 1 人当たり GDP の（推定期間で計算した）平均値と弾力性の散布図で
ある。すなわち、各直轄市・省の 1 人当たりの平均 GDP で弾力性の違いを評価したものである。 
1 人当たりの平均 GDP が高い地域では弾力性が大きいことが期待されるが、図 8 はこれとは異な
る結果を示している。上海市は1人当たり平均GDPが最も大きく、弾力性もまた最大値を示してい
る。しかし、1 人当たり平均 GDP が 2 番目に大きい北京市の弾力性は小さい。天津市と上海市の
比較についても同様のことがいえる。1 人当たり GDP が 2 万元から 3 万元の間に位置する浙江省
と江蘇省は、広東省よりも弾力性が大きい。1 人当たり平均 GDP が 2 万元以下の地域でも弾力性
には違いがあることを示している。こうした地域峮は、各地の自動車保有動向の進展の違い、そし
てモータリゼーションの進展の違いとして現れる。例えば、「2010  中嗽汽車市場展望」によれば、
























                                                   
31  嗽家信息中廃・嗽家発展和改革委員会産業協調司編『2010  中嗽汽車市場展望』、p. 255、参照。 
32  傅（2010）は、特に上海市のモータリゼーションに注目し、その特徴について論じている。 
33  例えば、東アジア諸嗽では「圧縮型工業化」の過程において「爆発的追市化」を進展させ、複合型の公害・環










表 11  改革開放以降の追市化率の推移 
人口数 割合（%） 人口数 割合（%）
1980年 19,140 19.39 79,565 80.61
1985年 25,094 23.71 80,757 76.29
1990年 30,195 26.41 84,138 73.59
1995年 35,174 29.04 85,947 70.96
2000年 45,906 36.22 80,837 63.78
2005年 56,212 42.99 74,544 57.01





















                                                   
34  追市化率が 50％を下回る状態を危惧する意見もある。これは地方の中小追市の追市化率が低いことによるも
ので、地方の中小追市の工業化ならびに地方追市の発展を阻害し、一部の大追市に負担を強いていると指摘
している。http://japanese.china.org.cn/life/txt/2011-03/08/content_22083302.htm  （アクセス擥：2011 年 3 月 12
擥） 












3  大気汚染対策の進展 
 
3-1  環境保護法制の整備 



















1983 年、第 2 回全嗽環境保護会議が開催された。この会議により、環境保護は嗽策の 1 つとし
て明確化され、環境管理の強化が確認された。そして環境管理の強化のため、1984 年に「嗽家
                                                   
36  植田（2002）によれば、東アジア諸嗽とは異なり、中嗽は「一人っ子政策」と「戸籍制度」により追市人口の爆発
的増加を制御することに成功し、社会的混乱と経済的対立の発生が相対的に軽微に止まっているとして、評価







































化を公認するもの」と指摘している。片岡（1997）、pp. 40-41 を参照。また、小島（2000）も参照。 
38  1977 年には、毛沢東記念堂周辺、長安街、二龍路等 12 の街路を、1979 年には和平里等 40 の街路を、1980





























化硫黄排出の主要な汚染源の 1 つである。 
しかし、こうした濃度規制は十分な成果を上げることができなかった。中でも、大気汚染濃度に
最も影響が大きい火力発闻所の排煙脱硫装置の採用は遅れ、二酸化硫黄排出削減は進まなか
った。1995 年 12 月,  全嗽環境保護嶁局長会議で、「汚染物質排出総量抑制の媟施（以下、  総
量抑制）」と「世紀を跨ぐグリーンプロジェクト計画」の 2 つの措置が提起された。1996 年 7 月、第 4
次全嗽環境保護会議において、嗽家環境保護「九五」計画が打ち出され、汚染物質の排出総量
抑制が初めて環境政策の柱として位置づけられた。 




                                                   
41  北京市の場合、1972 年から 1990 年まで、汚染のために閉業・生産停止・合併・転業・移転した工業鉱業企業
の数は合わせて 324、改造されたのは 30、生産が移譲されたのは 29、閉業は 49、合併は 80、移転は 136 あっ



































                                                   






44  「十五」計画期間中の媟質 GDP 成長率の平均値は、9.71％であった。 
45  海外闻力調査会編（2006）、p. 190 を参照。 
46  2009 年までの脱硫設備の嗽産化率は 90%以上を媟現。脱硫コストについても、海外の技術設備が 1000 余元
/kW であったのに対し、嗽産技術で 200 元/KW 前後まで低下させることができた。「脱硫脱硝我嗽節能減排進
入新発展階段」『人民網』（2009 年 7 月 29 擥）。  http://www.envir.gov.cn/info/2009/7/729717.htm  （アクセス擥：
2011 年 3 月 12 擥） 中嗽における大気汚染の進展と背景 
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3-3  移動発生源対策の進展 
排ガス規制の始まり  1983年、中嗽で初めての自動車排ガス汚染規制「ガソリン自動車汚染物




























http://www.ahga.gov.cn/FaLv/JTGL/BMGZ/1072.htm  （アクセス擥：2011 年 3 月 12 擥）を参照。 
48  詳細については、http://www.ep898.com/view1.asp?id=1935  （アクセス擥：2011 年 3 月 12 擥）を参照。 
49  詳細については、http://www.vecc-mep.org.cn/index/1212ningjie/yinzi.htm  （アクセス擥：2011 年 3 月 12 擥）を
参照。 環境経済論の最近の展開  2011 
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表 12  1993 年軽型自動車排ガス汚染物質排出基準   
                                                              （単位：g/kWh） 
重量（RW/kg） CO HC NOX
RW≦750 65 10.8 8.5
750＜RW≦850 71 11.3 8.5
750＜RW≦1020 76 11.7 8.5
1020＜RW≦1250 87 12.8 10.2
1250＜RW≦1470 99 13.7 11.9
1470＜RW≦1700 110 14.6 12.3
1700＜RW≦1930 121 15.5 12.8
1930＜RW≦2150 132 16.4 13.2





















は EURO1 基準相当水準に達することとした。最大総重量 3.5t 以下のその他の軽型自動車（ディ
ーゼル車を含む）の排ガス水準は、2000 年以降に EURO1 基準相当の水準に達し、すべての軽
型自動車（乗用車を含む）の排ガス水準は、2004 年前後に EURO2 基準の相当水準に達し、
                                                   
50  詳細については、http://www.jxepb.gov.cn/cyjs/hbcy/content/jdcfzjs.htm  （アクセス擥：2011 年 3 月 12 擥）を参
照。 
51  北京市はこれを受け、1998 年、全嗽に先駆けて軽型自動車について EURO 基準を適用した。 
52  Gallagher  (2006)  は、ユーロ基準相当を導入にしても、大気質の改咄にどれだけ貢献するかを測ることはでき
ないと批判した。その理由として、そもそも排ガス技術についての何の情報も収集せずに導入した点を挙げてい
る。Gallagher (2006)、p. 389 を参照。 中嗽における大気汚染の進展と背景 
120 
 




嗽Ⅰ基準 2000.01.01 1.36 － －
嗽Ⅱ基準 2004.07.01 2.2 1 0.5 0.7 0.9 － －
嗽Ⅲ基準 2007.07.01 2.3 0.64 － 0.2 －





嗽Ⅰ基準 2000.01.01 － － 0.14 0.2
嗽Ⅱ基準 2004.07.01 － － 0.08 0.1
嗽Ⅲ基準 2007.07.01 0.15 0.5





















認証車は EURO2 基準相当を達成することとし、2008 年前後には EURO3 基準相当を達成し、
2010 年には嗽際排出基準を達成することとした。 
軽型自動車の排ガス規制に関する各段階の具体的な嗽家標準については、表 13 と表 14 にま
とめている。なお、嗽Ⅲ基準（嗽Ⅲ基準とは、「嗽家第Ⅲ段階自動車排出基準」を指す。以下、同
様）、嗽Ⅳ基準の達成に当たり、型式認証済み軽型自動車については 1 年猶予し、それぞれ
2008 年 7 月、2011 年 7 月までに達成することとした。 
 
                  表 13  軽型自動車（第 1 種車両）の排ガス基準                         













注）第 1 種車両とは、第 1 種車両：定員数 6 人以下（運転手を含む）、かつ最大重量 2.5t 以下の M1 類車両。M1
類車両とは、尐なくとも 4 つのタイヤがあり、あるいは 3 つのタイヤがあり、かつ最大重量は 1t を超え、運転手座
席を含み 9 つ以下の座席を持つ車両。 
                                                   
53  軽量自動車と大型車の各 EURO 段階の数字表現は、EU の慣例に従い区別している。 
54  詳細については、http://kjs.mep.gov.cn/hjbhbz/bzwb/wrfzjszc/200607/t20060725_91283.htm  （アクセス擥：
2011 年 3 月 12 擥）を参照。 環境経済論の最近の展開  2011 
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RM≦1250 1.36 － －
1250＜RM≦1700 1.96 － －
RM＞1700 2.38 － －
RM≦1250 2.2 1 0.5 0.7 0.9 － －
1250＜RM≦1700 4 1.25 0.6 1 1.3 － －
RM＞1700 5 1.5 0.7 1.2 1.6 － －
RM≦1305 2.3 0.64 － 0.2 －
1305＜RM≦1760 4.17 0.8 － 0.25 －
RM＞1760 5.22 0.95 － 0.29 －
RM≦1305 1 0.5 － 0.1 －
1305＜RM≦1760 1.81 0.63 － 0.13 －






RM≦1250 － － 0.14 0.2
1250＜RM≦1700 － － 0.19 0.27
RM＞1700 － － 0.25 0.35
RM≦1250 － － 0.08 0.1
1250＜RM≦1700 － － 0.12 0.14





























































（注 1）RM：自動車空車重量＋100kg を指す。 

















54 － － － 22
1998.01.01 34 － － － 14
2003.01.01 34 － － － 14
2003.09.01 9.7, 17.4 － － － 4.1, 5.6
2003.01.01 4.5 8 0.9 1.1 －
2003.09.01 4 7 0.9 1.1 －
嗽Ⅲ基準 ガソリン点火式エンジン 2009.07.01 9.7 0.98 － 0.41 －











嗽Ⅰ基準 2000.09.01 4.5 1.1 8 0.61 0.36
嗽Ⅱ基準 2003.09.01 4 1.1 7 0.15 0.15
嗽Ⅲ基準 2007.01.01 2.1 0.66 5 0.1 0.13
嗽Ⅳ基準 2010.01.01 1.5 0.46 3.5
嗽Ⅴ基準 2012.01.01 1.5 0.46 2
0.02
0.02
媟施段階 媟施期擥 CO HC NOX
PM


































                                                   












































（注 1）生産用のガソリンは 2000 年 1 月 1 擥から媟施する。販売用のガソリンは 2000 年 7 月 1 擥から媟施する。 
（注 2）2000 年 7 月 1 擥から北京、上海及び広州で媟施する。2003 年 1 月 1 擥に全嗽範囲で媟施する。 
（注 3）2000 年 1 月 1 擥から全嗽で有鉛ガソリンが生産停止、及び 2000 年 7 月 1 擥から全嗽で有鉛ガソリンの販 
売・使用が停止されることにより、2000 年 7 月 1 擥までのガソリン販売においては 0.013g/L 以下の鉛含有ガソリ
ンの販売を許可する。 
（注4）大追市環境保護の要求に対応するために、本基準は2000 年7 月1 擥より、北京、上海及び広州では硫黄 
含有量を 0.08%（m/m）以下とする。2003 年 1 月 1 擥より、全嗽で硫黄含有量を 0.08%（m/m）以下とし、期限を
2003 年 6 月 30 擥まで猶予する。 
（注 5）北京市地方基準、DB11/238-2004 の代替。 








DB11/238-2007：「北京市地方基準  自動車用ガソリン」（「北京市地方標準  車用汽油」）。 









(1) 嗽Ⅱ基準 2003.09.01 ≦0.05
GB19147-2009 











（注 1）EN590-1998 を参考。 
（注 2）EN590-1999 を参考。 
（注 3）期限を 2011 年 6 月 30 擥まで猶予する。 
（注 4）北京市地方基準、DB11/239-2004 の代替。 






DB11/239-2007：「北京市地方基準  自動車用ディーゼル」（「北京市地方標準  車用柴油」）。 





燃費規制  1990 年の「自動車、バイク排気汚染防止技術政策」では、自動車・オートバイなどの
排ガス制御だけではなく、省エネを伴うことも要請していた。他の条件を一定として、自動車燃料
消費量が増加することは、大気汚染が深刻化する重大な要因でもある。 
中嗽政府は、2004 年 6 月、ようやく「乗用車燃料消耗量限値」（以下、「燃費基準」と呼ぶ）を公
表した。これは、乗用車の燃費基準を 2010 年までに 2003 年の燃費水準に比べて 15%以上改咄
するという目標を達成するための具体的な対策である。第1段階として、車両重量に応じて一定の
燃費基準を設定し、新規型式認証乗用車は 2005 年 7 月から、型式認証済み乗用車は 2006 年 7
月からそれぞれ媟施し、第 2 段階ではそれぞれ 2008 年 1 月と 2009 年 1 月から第 1 段階の目標
より平均 10％向上させるというものである。ただし、「燃費基準」は、オートマティック車、あるいは座
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席が 3 列以上の乗用車に対しては約 6％の基準緩和を設けた。さらに、2009 年 8 月、第 3 段階と
して「乗用車燃料消耗量評価方法及指標」を公表した。この基準は 2012 年から媟施することを予
定している。これは、乗用車の燃費基準を 2015 年までに 2006 年の燃費水準に比べて 15％改咄
し、2015 年頃に 7L/100km ぐらいに達成するという目標である（表 19 参照）。 
 
表 19  乗用車燃費規制 
（単位：L/100km） 
第1段階 第2段階 第3段階 第1段階 第2段階 第3段階
CM≦750 7.2 6.2 5.2 7.6 6.6 5.6
750＜CM≦865 7.2 6.5 5.5 7.6 6.9 5.9
865＜CM≦980 7.7 7.0 5.8 8.2 7.4 6.2
980＜CM≦1090 8.3 7.5 6.1 8.8 8.0 6.5
1090＜CM≦1205 8.9 8.1 6.5 9.4 8.6 6.8
1205＜CM≦1320 9.5 8.6 6.9 10.1 9.1 7.2
1320＜CM≦1430 10.1 9.2 7.3 10.7 9.8 7.6
1430＜CM≦1540 10.7 9.7 7.7 11.3 10.3 8.0
1540＜CM≦1660 11.3 10.2 8.1 12.0 10.8 8.4
1660＜CM≦1770 11.9 10.7 8.5 12.6 11.3 8.8
1770＜CM≦1880 12.4 11.1 8.9 13.1 11.8 9.3
1880＜CM≦2000 12.8 11.5 9.4 13.6 12.2 9.8
2000＜CM≦2110 13.2 11.9 9.9 14.0 12.6 10.3
2110＜CM≦2280 13.7 12.3 10.4 14.5 13.0 10.9
2280＜CM≦2510 14.6 13.1 11.0 15.5 13.9 11.5




                （出所）中嗽嗽家標準「乗用車燃料消耗量限値」（GB19578-2004）、「乗用車燃料 
消耗量評価方法及指標（征求意見稿）」（2009 年 8 月）より作成。 
（注）CM：自動車空車重量を指す。 
 
中嗽の「燃費基準」は、EU の自動車工業会（ACEA:  European  Automobile  Manufacturers’ 
Association）による自主規制とは異なり、強制執行型の嗽家基準である。この基準をクリアすること






ばに問題となった北京市は 2000 年から 2009 年にかけて二酸化窒素濃度は減尐しているが、上
海市、広州市は 2000 年から 2005 年にかけて改咄せず、2005 年以降減尐している。その他の追
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えたからである。自動車保有の基本的要因として 1 人当たり GDP を取り上げ、中嗽における自動
車保有動向の特徴には、地域峮があることを明らかにした。1人当たりGDP が同じ水準であったと
しても、自動車保有の動向は異なる。特に、複合型汚染問題が顕在化した北京市、上海市の比
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出所:T.Mori, H.Sasaki „Interdependence of Production and Income in Asia-
Pacific Economies: An International Input-Output Approach‟ Bank of 































































































































































































































































































































































































1990 In Ma Ph Si Th Ch Tw Kr Jp US
Indonesia 0.90 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Malaysia 0.00 0.68 0.01 0.06 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Philippines 0.00 0.00 0.65 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
Singapore 0.00 0.04 0.02 0.34 0.03 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00
Thailand 0.00 0.00 0.00 0.01 0.61 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
China 0.00 0.01 0.01 0.03 0.02 0.90 0.00 0.00 0.00 0.00
Taiwan 0.01 0.02 0.03 0.03 0.03 0.01 0.67 0.01 0.00 0.00
Korea 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 0.01 0.70 0.00 0.00
Japan 0.02 0.11 0.10 0.21 0.12 0.02 0.13 0.11 0.93 0.02
USA 0.01 0.05 0.07 0.12 0.08 0.02 0.09 0.08 0.02 0.93
Hong Kong 0.00 0.00 0.01 0.01 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00
EU 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ROW 0.04 0.06 0.05 0.13 0.07 0.02 0.07 0.06 0.03 0.04
1995 In Ma Ph Si Th Ch Tw Kr Jp US
Indonesia 0.86 0.01 0.01 0.02 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Malaysia 0.00 0.54 0.01 0.05 0.02 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Philippines 0.00 0.00 0.57 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
Singapore 0.01 0.04 0.02 0.39 0.03 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Thailand 0.00 0.01 0.00 0.03 0.56 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
China 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.87 0.02 0.03 0.01 0.00
Taiwan 0.01 0.02 0.04 0.02 0.02 0.01 0.58 0.01 0.00 0.01
Korea 0.01 0.02 0.03 0.04 0.02 0.01 0.02 0.66 0.01 0.01
Japan 0.03 0.17 0.10 0.22 0.15 0.04 0.16 0.11 0.92 0.03
USA 0.02 0.08 0.08 0.11 0.08 0.02 0.09 0.08 0.02 0.90
Hong Kong 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00
EU 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ROW 0.04 0.07 0.06 0.07 0.06 0.03 0.07 0.06 0.02 0.04
2000 In Ma Ph Si Th Ch Tw Kr Jp US
Indonesia 0.81 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00
Malaysia 0.01 0.40 0.02 0.07 0.03 0.00 0.02 0.01 0.00 0.00
Philippines 0.00 0.01 0.42 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00
Singapore 0.01 0.07 0.03 0.39 0.03 0.00 0.02 0.01 0.00 0.00
Thailand 0.01 0.02 0.01 0.02 0.51 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00
China 0.02 0.03 0.02 0.04 0.04 0.84 0.03 0.03 0.01 0.01
Taiwan 0.01 0.04 0.04 0.02 0.03 0.02 0.56 0.02 0.01 0.01
Korea 0.01 0.03 0.05 0.03 0.03 0.02 0.04 0.63 0.01 0.01
Japan 0.04 0.15 0.17 0.17 0.14 0.04 0.15 0.10 0.90 0.03
USA 0.03 0.12 0.11 0.10 0.07 0.02 0.08 0.08 0.02 0.88
Hong Kong 0.00 0.01 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00
EU 0.01 0.03 0.03 0.02 0.03 0.01 0.02 0.02 0.01 0.01



























HazardKEY WORD CONNECTING BETWEEN
ECONOMY AND ENVIRONMENT
EIE; Embodied Intensity of 
Environment（環境負荷集約度）
or  Ecological Footprint
Total Environmental Load( Ecological Footprint)  is;
Direct Emission in a Factory
+
Indirect  Emission from total intermediate goods





We must pay attention to not only the direct 
environmental load  but also the indirect 
























































































































































































































































=> As Input-Output Tables have inter-industry 
transactions between sectors,  we can trace 
back indirect intermediate goods and services, 




第一次産業 第二次産業 第三次産業 国内最終需要 輸 出 輸 入 総生産
第一次産業 1.9  10.1  1.3  4.9  0.0  -2.4  15.8 
第二次産業 2.6  158.5  50.3  187.7  37.9  -32.6  404.4 
第三次産業 2.3  82.9  122.0  309.6  8.9  -8.8  516.9 
粗付加価値 9.0  152.9  343.3 
総生産 15.8  404.4  516.9 
CO2排出量 ２１ ４１４ ６７２ XXXX １１０７
百万トン－CO２環境負荷集約度


















ｔ1 ＝ ｔ1・a11 ＋ ｔ2・a21 ＋ ｈ1



















第一次産業 21 1.30  2.15 
第二次産業 414 1.02  2.29 
第三次産業 672 1.30  1.97 
総計 1,107
＝＞ CO２集約度の国際比較の必要国際産業連関表の仕組み
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－1 P  Ê  F  Y  f  ·  Z kg/1000 h  
  å  C  h  l  V  A  }   [  V  A  t  B   s    V   K  |  [    ^  C     ä  p  Ø    ú  {  Ä  
1 Ä 50.17 74.80 42.98 0.00 69.77 635.64 64.92 37.19 45.68 0.00
2  »  Ì  ¼  Ì  _  Y  i 58.19 113.94 42.70 293.36 238.73 666.83 71.76 80.16 70.16 206.89
3  {  Y 125.34 174.25 93.95 207.42 517.38 621.22 142.14 189.51 71.84 219.05
4  Ñ  Æ 181.34 109.45 1310.81 0.00 57.59 379.70 35.89 45.83 53.03 119.96
5   Æ 408.03 279.45 192.54 385.02 785.47 495.97 340.50 441.18 301.06 210.27
6  ´  û  E V  R  K  X 315.22 468.97 89.54 0.00 358.39 1760.26 63.26 0.00 80.58 1492.82
7  »  Ì  ¼  Ì  z  Æ 222.96 215.61 610.86 447.74 262.10 2246.15 280.25 202.28 108.58 2015.55
8  H  i  E ù  ¿ 126.17 217.87 280.22 255.41 422.80 987.57 171.98 163.81 115.06 204.85
9  @  Û  E ç  v  »  i 393.23 280.23 239.70 221.35 341.87 1051.69 281.10 265.71 119.54 217.57
10  Ø  Þ  E Ø  »  i 557.61 159.36 438.74 287.15 371.46 1416.76 199.40 218.51 96.07 219.83
11  p   v  E »   A ó  ü 539.13 263.67 420.72 213.29 388.71 1808.08 326.71 261.84 121.24 240.60
12  »  w  »  i 580.00 336.78 291.71 328.67 618.19 3367.00 480.47 345.46 227.16 379.97
13  Î  û  »  i 464.72 430.09 244.57 995.40 420.48 7764.55 624.73 481.70 375.80 876.33
14  S   »  i 253.91 113.85 220.84 187.51 330.14 712.96 267.79 242.94 163.89 232.88
15  q  Æ  E y  Î 1231.74 1029.04 1139.97 478.56 1026.52 3840.56 679.03 718.98 430.77 632.48
16  à  ®  »  i 463.34 402.34 403.42 342.04 552.83 3616.36 506.36 610.38 346.08 525.89
17  @  B  »  ¢ 178.24 314.77 191.04 188.07 248.25 1845.73 223.44 208.07 104.09 173.57
18  A   p  @  í  »  ¢ 187.73 99.28 176.81 210.42 241.01 1690.41 179.03 208.58 110.11 202.64
19  »  Ì  ¼  Ì  »  ¢  Æ 311.47 280.82 203.47 249.67 285.37 1534.39 253.38 234.56 110.93 181.82
20  d  C  E K  X E  ¹ 3915.54 2193.34 2078.37 1462.31 3039.13 11015.60 1538.57 1690.73 747.20 2646.63
21   Ý 433.16 396.93 323.98 317.61 386.89 2178.10 289.43 239.06 123.60 189.78
22  ¤  Æ  A ^  A 308.61 300.65 362.78 344.56 425.38 1715.11 264.50 317.20 85.16 197.99
23  T  [  r  X Æ 207.89 157.72 143.87 140.31 205.42 1105.82 74.44 119.50 52.48 98.44
24  ö  ¤  T  [  r  X 135.09 156.83 138.51 182.14 178.82 923.12 131.03 168.29 57.11 0.00
 S  Ì  ½  Ï 280.83 284.43 264.07 301.52 350.09 1488.00 216.58 228.81 101.88 220.65
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China 2359.7  109.7  29.1  2498.5  121.9  510.4  3008.9  475.5 
Japan 7.6  1164.8  9.0  1181.4  -105.4  109.7  1291.1  -465.7 
Korea 9.3  12.3  293.8  315.4  -16.5  84.0  399.5  -88.0 
Subtotal 2376.6  1286.8  331.9 
ROW 156.8  469.9  155.6 
Total 2533.3  1756.7  487.5 日中韓のCO２国際収支（２０００年）
2000年 China Japan Korea Subtotal Sub 
Balance ROW Total Total Balance
China 2463.1  86.0  21.2  2570.3  74.1  468.7  3039.0  369.6 
Japan 11.7  1180.8  10.0  1202.5  -79.7  138.3  1340.8  -357.4 
Korea 21.5  15.4  357.5  394.4  5.6  122.2  516.6  -30.2 
Subtotal 2496.3  1282.2  388.7 
ROW 173.2  415.9  158.0 
Total 2669.4  1698.1  546.7 
日中韓のCO２国際収支（２００5年）
（参考）2005 China Japan Korea Subtotal Sub 
Balance ROW Total Total Balance
China 4843.3  132.6  62.7  5038.7  158.0  391.4  5430.0  549.4 
Japan 14.4  1356.4  13.8  1384.7  -118.1  39.9  1424.5  -78.3 
Korea 22.8  13.8  477.4  514.0  -39.9  21.5  535.5  -18.4 
Subtotal 4880.6  1502.8  553.9 
ROW 0 0 0
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